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Ⅰ 伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項 

 

１ 森林整備の現状と課題 

本町は、山梨県の南東部に位置し県都甲府市から南東約２５ｋｍ地点にあ

る。東は、富士吉田市、西は静岡県富士宮市に接している。北に御坂山脈に連

なる三ツ峠・黒岳・十二ヶ岳連山を隔てて笛吹市及び甲府市に接している。さ

らに南に霊峰富士をいだく優れた景勝地としての富士北麓の観光及び交通の

中心地となっている。地形は河口湖、西湖、精進湖、本栖湖を中心に南の富士

山系と北の御坂山系とに分かれており、両者の間には、地形状に著しい違いが

ある。富士山系は成層火山である富士山の北麓にあたり標高１，１４０ｍの地

点から平均５度～１０度のなだらかな勾配で河口湖、西湖、精進湖、本栖湖へ

と下がっている。御坂山系は、一般的に急峻な地形をしており、約７０%を占

める山地部の平均勾配は３０度～６０度と急傾斜地帯を形成している。住居地

帯は河口湖周辺標高８４０m～８５０m と西湖、精進湖、本栖湖、富士ケ嶺周辺

９８０m 内外の地点に分布している。本町の森林地帯の地質は、北部の御坂層

群と呼ばれる新第三紀層の地質からなり、狭在するほか礫岩、泥岩、砂岩等、

もかなり広く分布している。一方南部は富士山の噴出物におおわれ、玄武岩質

の溶岩、砕宵物、火山灰からなっており溶岩地帯が多く、西湖西側から精進湖

南側にかけて青木ケ原樹海が存在している。  

本町の面積は１５，８４０ｈａであり、このうち森林面積は１１，４８４

ｈａと総面積の７２．５％を占めている。また、人工林が全体の４８．６％

を占めている。県有林面積は７，０５１ｈａであり、その他の民有林で人工

林面積は３，１５９ｈａでアカマツを主体に人工林率は７１％となっており、

今後保育、間伐を適正に実施していかなければならない。 

近年は集中豪雨等の異常気象が多発しており、人家付近での土砂災害や倒

木による被害の危険性が高まっていることから、防災対策としての森林整備

が必要となっている。併せて、シカやクマによる林業被害が継続しており、

林業経営の採算性を悪化させているため、適切な個体数調整を行う必要があ

る。 

また、森林所有者等による管理が不十分な森林については、１市１町３村を

管轄する広域組合である、富士北麓森林組合等との施業の長期受委託契約の締

結を促進し、森林経営計画の作成等により、集約的かつ効率的な施業を確保し

ていく。 

なお、木材価格の下落などによる林業の低迷により、森林所有者の森林への

関心が低下し、森林境界、森林所有者が不明な森林が増加しつつあることなど、

新たな課題が生じていることから、平成３１年度から始まった森林経営管理制



 

- 2 - 

 

度により適切な森林管理を推進していく必要がある。 

本町の森林は地域住民の生活に密着した里山から、林業生産活動が積極的に

実施されるべき人工林帯、さらには、大径木の広葉樹が林立する天然生の樹林

帯までバラエティーに富んだ林分構成になっており、また、森林に対する住民

の意識・価値観が多様化し、森林の多面的機能の発揮が求められていることか

ら以下のような課題がある。 

河口湖南岸の船津・小立・勝山地区は住宅地土地開発が進んでいる地域であ

り、住宅周辺の森林については住民の憩いの場として、観光地を控えてその特

性を考慮した条件整備が必要である。特用林産物シイタケ栽培については、品

質の高い原木栽培を継続するためシイタケ原木の安定的供給が必要である。本

町北側を連なる御坂山系は急傾斜地が多く、山地災害防止に重点を置く計画的

な森林の整備が重要であるが、造林就業者は、最近減少傾向にあり、高齢化も

進み後継者の確保が大きな問題となっている。本町の人工林のうち４～７齢級

の間伐対象林分は生産基盤の遅れなどから間伐材の搬出利用は、皆無に近い状

況である。間伐の促進とその木材の有効利用、広葉樹の活用を活発に進めるた

めに林業活動の基盤である林道延長と作業道路の整備が望まれる。船津・小立

・勝山・大嵐・西湖・西湖西地区においても、富士山裾野部に広く分布する天

然性のアカマツ林・広葉樹林、青木ケ原樹海の原生林は、自然遺産・観光資源

として重要であるため植生の保全・景観の維持向上を図る必要がある。西部の

西湖、西湖西地区においては天然生の広葉樹林が広く存しブナの原生林が生育

し自然景観に優れ、里山林についても住民の憩いの場として、遊歩道、林内整

備等の整備の要望があり、住民参加による森林整備を展開していく。 

精進・本栖地区においては、大半を県有林が占め広大な青木ケ原樹海の原

生林が観光リゾートの一角をなし、自然景観環境等を活用した森林との共生

を重視した森林整備が必要である。 

 

２ 森林整備の基本方針 

（１）地域の目指すべき森林資源の姿 

森林の整備に当たっては、森林の有する多面的機能の確保を図りつつ、森林

施業の集約化及び作業路網の充実により人工林資源を積極的に活用するため、

重視すべき機能に応じた適正な森林施業の実施及び健全な森林資源の維持造

成を図るものとする。 

具体的には、水源の涵養、山地災害の防止、土壌の保全、快適環境の形成、

保健・レクリエーション、文化、生物多様性保全又は木材生産の各機能の発揮

を図るため、併存する機能の発揮に配慮した森林整備を行う観点から、それぞ

れの森林が発揮することを期待されている機能発揮の上から望ましい森林資

源の姿を次のとおりとする。 
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①水源の涵養機能 

下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄える隙間に富んだ 

浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林であって、必要に応じて浸透を促

進する施設等が整備されている森林 

 

②山地災害防止機能／土壌保全機能 

下層植生が生育するための空間が確保され、適度な光が射し込み、下層植生 

とともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた森林であっ

て、必要に応じて山地災害を防ぐ施設が整備されている森林 

 

③快適環境形成機能 

樹高が高く枝葉が多く茂っているなど遮蔽能力や汚染物質の吸着能力が高 

く、諸被害に対する抵抗性が高い森林 

 

④保健・レクリエーション機能 

身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され、多様な樹種等か 

らなり、住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって、必要に応じて

保健活動に適した施設が整備されている森林 

 

⑤文化機能 

史跡・名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成してい

る森林であって､必要に応じて文化活動に適した施設が整備されている森林 

 

⑥生物多様性保全機能 

原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息している森林、陸域・水域に

またがり特有の生物が生育・生息している渓畔林等、その土地固有の生物群集

を構成する森林 

 

⑦木材等生産機能 

林木の生育に適した土壌を有し、木材として利用する上で良好な樹木により 

構成され成長量が大きい森林であって、林道等の基盤施設が適切に整備されて

いる森林 

この望ましい森林資源の姿を踏まえ育成単層林における保育及び間伐の積

極的な推進、広葉樹林化、針広混交林化を含め、人為と天然力を適切に組み合

わせた多様性に富む育成複層林の計画的な整備、天然生林の保全及び管理等に

加え、山地災害等の防止対策や森林病害虫、野生鳥獣被害の防止対策の推進等
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により、重視すべき機能に応じた多様な森林資源の整備及び保全を図るものと

する。 

 

（２）森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策 

人工林が多く、かつ比較的傾斜が緩く林業経営可能な森林は、積極的に施業

集約化を行い路網整備し、需要に応じた木材生産を行う森林を目指す。 

天然林や林業経営に向かない人工林は、公益的機能の発揮を重視した、多様

な樹種構成や齢級構成の森林を目指す。特に、人家や主要道路周辺の森林は、

防災機能の高い森林を目指す。 

森林の有する機能ごとの森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策

は次のとおりとする。 

 

①水源涵養機能 

洪水の緩和や良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐を

促進しつつ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とするとともに、伐

採に伴って発生する裸地については、縮小及び分散を図ることとする。また、

立地条件や町民のニーズ等に応じ、針広混交の育成複層林化など天然力も活用

した施業を実施する。 

ダム等の利水施設上流部等において、水源涵養の機能が十全に発揮されるよ

う、保安林の指定やその適切な管理を推進することを基本とする。 

 

②山地災害防止機能／土壌保全機能 

災害に強い国土を形成する観点から、地形、地質等の条件を考慮した上で、 

林床の裸地化の縮小及び回避を図る施業を推進する。また、立地条件や県民の

ニーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進する。集落等に近接する山地災

害の発生の危険性が高い地域等において、土砂の流出防備等の機能が十全に発

揮されるよう、保安林の適切な管理を推進するとともに、渓岸の侵食防止や山

脚の固定等を図る必要がある場合には、谷止や土留等の施設の設置を推進する

ことを基本とする。 

 

③快適環境形成機能 

地域の快適な生活環境を保全する観点から、風や騒音等の防備や大気の浄化

のために有効な森林の構成の維持を基本とし、樹種の多様性を推進する施業や

適切な保育・間伐等を推進する。快適な環境の保全のための保安林の適切な管

理を推進する。 

 

④保健・レクリエーション機能 
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町民に憩いと学びの場を提供する観点から、立地条件や町民のニーズ等に応

じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進する。また、保健等のため

の保安林の適切な管理を推進する。 

 

⑤文化機能 

美しい景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進する。また、風致のため

の保安林の適切な管理を推進する。 

 

⑥生物多様性保全機能 

原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域にまた

がり特有の生物が生育・生息する渓畔林などの属地的に機能の発展が求められ

る森林については、生物多様性保全機能の維持増進を図る森林として保全する。

また、野生生物のための回廊の確保にも配慮した適切な保全を推進する。 

 

⑦木材等生産機能 

木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点から、森林の健

全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育させるための適切な

造林、保育、間伐等を推進することを基本として、将来にわたり育成単層林と

して維持する森林では、主伐後の植栽による確実な更新を行う。この場合、施

業の集約化や機械化を通じた効率的な整備を推進する。 

 

なお、平成３０年度に成立した森林経営管理法に基づく森林経営管理制度が

平成３１年度から始まったことから、計画的に森林所有者の意向調査を実施し、

所有者自ら管理経営ができない森林については町が森林経営管理権を設定し、

林業経営可能な森林については意欲と能力がある林業経営体に林業経営を委ね

ることにより、適切な森林整備を推進する。なお、自然的条件等により林業経

営が困難な森林については、森林環境譲与税を活用し、町が森林管理を行うも

のとする。 

 

３ 森林施業の合理化に関する基本方針 

現在、町内の森林は人工林主体に資源が充実してきており、適正な森林施業の 

実施が喫緊の課題となっている。 

そのため、森林総合監理士（フォレスター）、森林施業プランナー、県、森林 

組合、林業事業体、森林所有者、町等で相互に連絡を密にして、意欲と能力を有

する者による森林施業の集約化、林業後継者の育成、林業機械化の促進及び木材

流通・加工体制の整備など、長期展望に立った林業施業の総合的な実施を計画的

に推進するものとする。 
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森林施業の中心になる森林組合、林業事業体等は森林所有者に対して、積極的 

に施業を提案することを通じて、長期受委託契約による施業の集約化を進め、森

林経営計画に基づく一体的かつ計画的な森林施業の推進を図るものとする。 

 平成３０年度までに整備した林地台帳については、登記情報や森林所有者から

の申し出等による所有者情報の更新等、適切な運用を行う。また、境界明確化作

業を推進し境界不明森林の解消を図る。 

 人家周辺にもかかわらず手入れ不足により荒廃している森林は、災害の危険性

があるため優先的に整備を行うとともに、森林整備の必要性を地域住民に周知す

る。この他、優れた景観を阻害している荒廃森林についても、地域住民の理解を

得ながら早期の解消を図る。 

一方、林道や林業専用道からの距離が短い森林については、森林作業道等（搬 

出路）の整備状況に応じて、利用間伐を実施する。また、今後伐期の長期化に伴

い、高齢級の間伐や抜き切りが増加することが見込まれるため、作業路網を整備

し、木材を搬出できる体制を整える。作業路網については、主伐時の搬出にも活

用することを前提として作設を行い、簡易で丈夫な森林作業道への転換を図る。 

主伐後の伐採跡地はこれまで人工植栽を基本としてきたが、造林コストの縮減 

等や多様な森林の造成の観点から、天然力を活用した更新も実施する。 

人工植栽地については、その後適時適切な間伐を実施し、林内照度を確保して 

下層植生の生育を促す。 

上記の森林施業を推進するにあたっては、現場に応じた低コスト・効率的な作 

業システムの確立を図る必要があり、森林組合を中心に森林所有者、森林総合監

理士（フォレスター）、森林施業プランナー、林業普及指導員、林務環境事務所

職員、町林務担当職員の連携のもと最適な施業方法を選択する。また、適時適切

な森林施業を進めるためには、できるだけ所有者負担を軽減することが必要不可

欠であることから国、県の補助事業について積極的な活用を図るものとする。 

 さらに、平成３１年４月に森林環境税及び森林環境譲与税（以下、「本税」と

いう。）に関する法律が施行され、本町においても本税が譲与されることになっ

たことから、森林整備や人材育成、木材利用の推進など本町における林業施策を

推進するために本税の活用を図るものとする。 

 

Ⅱ 森林の整備に関する事項 

 

第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く） 

 

１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

地域 

樹   種 

スギ ヒノキ 
アカ 

マツ 

カラ 

マツ 
モミ・

シラベ 

その他 

針葉樹 

クヌギ・ナラ類 その他 

広葉樹 用材用 その他 
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※標準伐期齢は地域を通じた立木の伐採（主伐）の時期に関する指標として定めるものであり、標準伐期

齢に達した時点で森林の伐採を促すものではない。 

 

２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

 立木の伐採のうち、更新（伐採跡地が再び立木地となること）を伴う伐採であ

る主伐の方法は、以下に示す皆伐又は択伐とする。 

  皆伐：皆伐は、主伐のうち択伐以外のものとする。皆伐に当たっては、気候、

地形、土壌等の自然的条件及び公益的機能の確保の必要性を踏まえ、伐

採跡地が過度に連続することがないよう特に留意しつつ、適切な伐採区

域の形状、一箇所当たりの伐採面積の規模及び伐採区域のモザイク的配

置に配慮し、伐際面積の規模に応じて、少なくとも概ね２０ｈａごとに

保残帯を設け適確な更新を図ることとする。 

択伐：択伐は、主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐採す

る方法であって、単木・帯状又は樹群を単位として、伐採区域全体では

概ね均等な伐採率で行い、かつ、材積に係る伐採率が３０％以下（伐採

後の造林が植栽による場合にあっては４０％以下）の伐採とする。択伐

に当たっては、森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正な林

分構造となるよう、一定の立木材積を維持するものとする。 

 なお、立木の伐採に当たっては、以下のア～オに留意する。 

  ア 森林の生物多様性の保全の観点から、野生生物の営巣等に重要な空洞木

について、保残等に努めること。 

イ 森林の多面的機能の発揮の観点から、伐採跡地が連続することのないよ

う、少なくとも周辺森林の成木の樹高程度の幅を確保すること。 

   ウ 伐採後の的確な更新を確保するため、あらかじめ適切な更新の方法を定

めその方法を勘案して伐採を行うものとすること。特に、伐採後の更新を

天然更新による場合には、天然稚樹の生育状況、母樹の保存、種子の結実

等に配慮すること。 

  エ 林地の保全、雪崩、落石等の防止、風害等の各種被害の防止、風致の維

持等のため、渓流周辺や尾根筋等に保護樹帯を設置すること。 

  オ 上記ア～エに定めるものを除き、「主伐時における伐採・搬出指針の制

定について」（令和３年３月１６日付け２林整整第 1157 号林野庁長官通

知）のうち、立木の伐採方法に関する事項を踏まえること。 

    また、集材に当たっては、林地の保全等を図るため、「主伐時における

伐採・搬出指針の制定について」（令和３年３月１６日付け２林整整第 1157

号林野庁長官通知）を踏まえ、現地に適した方法により行うこと。 

 

本町 

全域 

年 

４０ 

年 

４５ 

年 

４０ 

年 

４０ 

年 

５０ 

年 

７０ 

年 

３０ 

年 

１５ 

年 

５０ 
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人工林の生産目標ごとの主伐時期は、次表を参考にすること。 

樹 種 生産目標 期待径級 (ｃｍ) 主伐の時期(年) 

スギ 
普通材 24 40 

大径材 36 80 

ヒノキ 
普通材 22 45 

大径材 30 90 

アカマツ 
普通材 24 40 

大径材 34 80 

カラマツ 
普通材 22 40 

大径材 26 80 

 

３ その他必要な事項 

①木材生産機能維持増進森林は、木材を安定的かつ効率的に供給することをそ

の主な目的としており、継続的に伐採を行い、木材を生産する必要がある。一方

で、木材生産機能維持増進森林林に指定されている森林においても、林地崩壊や

流木被害のおそれがある場合は、極力伐採を控えるようにし、急傾斜地では大面

積皆伐を避け、択伐等を選択するものとする。 

 

②林業経営を主目的としない森林においては、動物の生息地を確保する観点か

ら、伐採の際に枯損木の残存に配慮する。また、人工林については強度の抜き切

りを実施すること等により針広混交化、広葉樹林化を図るものとする。 

 

③河川及び湖沼周辺の生態系の維持及び降雨等による流木被害の防止を図るた

め、水辺林は極力伐採を控え残置するよう努めることとする。 

 

④伐採時に発生する枝条等については、林地からの搬出に努め、木質バイオマ

スとして利用するなど適切に処理するものとし、流木被害の一要因とならないよ

う十分留意する。 

 

第２ 造林に関する事項 

１ 人工造林に関する事項 

人工造林は、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的機能の発揮

の必要性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能の発揮が

期待され、将来にわたり育成単層林として維持する森林において行うものとす

る。 

（１）人工造林の対象樹種 

人工造林の対象樹種は適地適木を旨として、各地域の立地条件、既存造林地の
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生育状況及び獣害の有無を勘案して選定するものとする。なお、郷土種の選定等

森林の生物多様性の保全にも留意するものとする。   

 

人工造林の対象樹種 

スギ、ヒノキ、カラマツ、その他高木性針葉樹、ケヤキ、ミズナラ、カエデ、その他高木性広葉樹 

※上に定めた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、林業普及指導員又は町の林務

担当部局とも相談の上、適切な樹種を選択すること。 

 

なお、スギを植栽する場合は花粉症対策苗木の利用に努めるものとする。 

 

（２）人工造林の標準的な方法 

ア 人工造林の樹種別及び仕立ての方法別の植栽本数 

人工造林に当たっては、施業の効率性や地位等の立地条件を踏まえ、既往の

植栽本数や保安林の指定施業要件等を勘案して、１ヘクタール当たりの標準的

な植栽本数を植栽する。 

なお、人工造林の樹種別の植栽本数は下表を標準とするが、低密度植栽等を

導入する場合は、使用する苗木（大苗木、コンテナ苗等）の特性等を総合的に

勘案して適切な植栽本数を決定するものとする。 

樹 種 仕立ての方法 標準的な植栽本数（本/ha） 備 考 

スギ、ヒノキ 中仕立て 3,000～4,000 本/ha  

カラマツ 2,000～3,000 本/ha  

アカマツ 4,000 本/ha  

シラベ・モミ・トウヒ 3,000 本/ha  

広葉樹 3,000～6,000 本/ha  

 

※複層林化を図る場合の樹下植栽については、標準的な植栽本数に下層木以外の立木

の伐採率（材積による率）を乗じた本数以上を植栽すること。 

また、定められた標準的な植栽本数と大幅に異なる本数を植栽しようとする場合は、

林業普及指導員又は町の林務担当部局とも相談の上、適切な植栽本数を決定すること。 

 

 

イ その他人工造林の方法  

区 分 標  準  的  な  方  法 

地拵えの方法 

伐採木及び枝条等が植栽や保育作業の支障にならないよう整理する。 

傾斜地では、表層土壌の侵食、流亡を抑えるため、「筋刈り地拵え」も

しくは全刈り地拵えの場合は刈り払った末木枝条を等高線に沿って筋

状にまとめて配置する「筋置き地拵え」を行う。 
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植え付けの方法 

気候、立地条件及び既往の植付方法を勘案しつつ、樹種の生理的条件を

考慮し、適期に植え付ける。また、周辺の林地の状況から獣害のおそれ

がある場合は、防護柵、ネット等の被害対策も同時に行う。 

なお、効率的な施業実施の観点から、コンテナ苗の活用や伐採と造林の

一貫作業システム、低密度植栽の導入を検討するとともに、苗木の選定

については、特定苗木などの成長に優れた苗木や花粉の少ない苗木（無

花粉苗木、少花粉苗木、低花粉苗木及び特定苗木をいう。）の増加に努

める。 

また、植栽木の配置は正方形植えを基本とするが、傾斜地では上下方向

の水平距離が短くなるため、急傾斜地では上下方向の距離が長くなる矩

形植えとする。 

(1)裸苗を植栽する場合 

活着をよくするだけでなく、活着後の雑草木との競争に負けずに生育さ

せるために、次のように丁寧に植栽する。 

①地被物を表土がでるまで取り除く。②植穴を中央より下側に掘り、掘

った土で平らな台をつくる。③覆土を穴の上側から崩して被せる。④土

を踏み固めて植えたあとを平らにする。⑤土壌の乾燥を防ぐために苗木

の周辺にリターを被せる。 

(2) ポット苗を植栽する場合 

ポットをつけたまま植栽する場合（ジフィーポット等）は、ポット内の

土の高さと、植栽後の周辺の高さが同じになるか、ポットが埋まる程度

までの深さで植栽する。ポットを外して植栽する場合（プラスチックポ

ット等）は、根鉢を崩さないように注意して、根鉢の上面と植栽後の周

辺の土の高さが同じようになるように植栽する。 

その他、植栽木に対する獣害のおそれがある場合は、適宣、防護柵、ネ

ット等の被害対策を実施する。 

(3) コンテナ苗を植栽する場合 

植栽深は、基本的に根鉢上面と地表が一致する深さとし、過湿地等では

根鉢が少々地上に突き出るくらいにする。乾燥が懸念される場合は、植

栽後の根鉢上面に軽く土をかける。 

※ポット苗、コンテナ苗については、厳冬期・乾燥期を除けば植栽の時

期を選ばない。 

植栽の時期 
根が成長を開始し、芽がまだ開かない早春が最適である。遅くても梅雨

入り前までに行うことが望ましい。 

 

（３）伐採跡地の人工造林をすべき期間 

  森林の有する公益的機能の維持及び早期回復並びに森林資源の造成を図る観

点から、３に定める植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に指定されてい

る森林など人工造林による更新は、皆伐地においては、伐採が終了した日を含む

年度の翌年度の初日から起算して２年以内とする。また、択伐地においては、伐

採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年以内とする。 

 

 ２ 天然更新に関する事項 

  天然更新は、前生稚樹の育成状況、母樹の存在等森林の現況、気候、地形、土

壌等の自然条件、林業技術体系等からみて、主として天然力の活用により適確

な更新が図られる森林において行うこととする。 
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  なお、伐採及び伐採後の造林の届け出において、５ha 以上の皆伐を計画した届

出書が提出された場合には、現地確認等により天然更新の実施の可否を判断す

る。 

  

（１）天然更新の対象樹種 

天然更新の対象樹種 
スギ、ヒノキ、アカマツ、カラマツ、シラベ、モミ、

トウヒ、クヌギ、コナラ、その他高木性広葉樹 

 ぼう芽による更新

が可能な樹種 

クヌギ、コナラ、その他高木性広葉樹（ミズナラ、ク

リ、ケヤキ） 

 

 

（２）天然更新の標準的な方法 

  ア 天然更新の対象樹種の期待成立本数 

  樹 種 期待成立本数 

全対象樹種 １０，０００本／ｈａ 

天然更新を行う際には、期待成立本数に１０分の３を乗じた本数以上の本数

（ただし、草丈以上のものに限る。）を更新するものとする。天然更新の本数

に算入すべき立木の高さである草丈については、５０ｃｍとする。 

 

  イ 天然更新補助作業の標準的な方法 

区 分 標準的な方法 

地表処理 

ササの繁茂や枝条の堆積等により、天然下種更新が

阻害されている箇所については、掻き起こしや枝条整

理等を行い、種子の定着及び発育の促進を図る。 

刈り出し 

天然稚幼樹の生育がササ等の下床植生によって阻

害される箇所にあっては、稚幼樹の周囲を刈り払い稚

幼樹の成長の促進を図る。 

芽かき 

ぼう芽の優劣が明らかになる２～６年目頃に、良好

なぼう芽について、１株当たりの仕立ての本数２～３

本を目安としてぼう芽の整理を行う。 

植込み 

地表整理、刈り出し等の更新補助作業を実施して

も、伐採後５年以内に天然更新完了基準を満たす本数

の稚幼樹の生育が見込めない場合、若しくはぼう芽更

新のみでは、伐採後５年以内に天然更新完了基準を満

たす本数の稚幼樹の生育が見込めない場合は、経営目

標を勘案してうえで確実に更新が図られる樹種を選

定して植え込みを行う。 

なお、ぼう芽力は３代目くらいから低下するため、
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２回ぼう芽更新をした後は苗木植栽による更新を行

うことが望ましい。 

 

  ウ その他天然更新の方法 

   更新完了基準を次のとおり定め、現地確認により天然更新の完了の確認を行 

う。更新すべき立木の本数に満たず天然更新が困難であると判断される場合に 

は、天然更新補助作業又は人工造林により確実に更新を図る。 

天然更新完了の判断基準 

第２の２の（１）で定める天然更新対象樹種の樹高が５０ｃｍ以上で、立木度３以

上（幼齢林分については第２の２の（２）で定める期待成立本数の１０分の３以上）

をもって、更新完了とする。 

なお、天然更新調査の方法は、平成 24 年 3 月林野庁計画課作成の「天然更新完了基

準書作成の手引き（解説編）」による。 

   

 （３）伐採跡地の天然更新をすべき期間 

   当該伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して、伐採後５年

以内とする。 

 

 ３ 植栽によらなければ的確な更新が困難な森林に関する事項 

 （１）植栽によらなければ的確な更新が困難な森林の基準 

   ・現況が針葉樹人工林であり、母樹となり得る高木性樹種から構成される天

然林・二次林が更新対象地周辺に存在せず、林床にも高木性樹種の稚樹が

存在しない場合。ただし、更新対象地内に母樹となり得る高木が 10 本/ha

以上残存している場合は除く。 

   ・ささ類が林床を一面に被覆している森林 

   ・ただし、Ⅳの１の保健機能森林の区域内の森林であって森林保健施設の設

置が見込まれるものは除くものとする。 

 

 （２）植栽によらなければ的確な更新が困難な森林の所在 

上記の基準による森林のうち、所在の明らかな森林はなし。 

 

４ 森林法第１０条の９第４項の規定に基づく伐採の中止又は造林をなすべき

旨の命令の基準 

森林法第１０条の９第４項の伐採の中止又は造林の命令の基準については、次

のとおり定める。 

 （１）更新に係る対象樹種 

   ア 人工造林の場合 
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    １の（１）による。 

   イ 天然更新の場合 

    ２の（１）による。 

 

 （２）生育し得る最大の立木の本数 

   植栽によらなければ適確な更新が困難な森林以外の森林の伐採跡地におけ

る植栽本数は、第２の２の（２）に定める期待成立本数に１０分の３を乗じた

本数以上の本数（ただし草丈に一定以上の余裕高を加えた樹高以上のものに限

る。）とする。 

 

５ その他必要な事項 

  該当なし 

 

第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及

び保育の基準 

 

１ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

間伐は、次に示す事項に従って適切な時期及び方法により実施するものとする。 

なお、間伐については、林冠がうっ閉（隣り合わせた樹木の葉が互いに接して葉の層

が林地を覆ったようになり、樹冠疎密度が１０分の８以上になることをいう。）し、立

木間の競争が生じ始めた森林において、主に目的樹種の一部を伐採することであり、材

積に係る伐採率が３５％以下で、かつ、伐採年度の翌年度の初日から起算して概ね５年

後においてその森林の樹冠疎密度が１０分の８以上に回復することが確実であると認め

られる範囲内で行うこととする。 

 

樹種 施業体系 
植栽

本数 

間伐を実施すべき標準的な林齢 標準的な方法（％、本） 

初回 ２回目 ３回目 
４回目 

以 降 

（間伐率（本数）） 

間伐本数 

初回 ２回目 ３回目 

スギ 

中仕立て 3,000 14～18 19～26 27～32 

長
伐
期
施
業 

(20～30) 

550～750 

(25～30) 

500～700 

(25～30) 

300～500 

中仕立て 

(省力化施業) 
3,000 18～22 28～32 

長伐期

施業 

(30～40) 

800～

1,000 

(35～45) 

600～800 
 

ヒノキ 

中仕立て 3,000 16～22 23～29 30～36 
(15～25) 

400～600 

(25～30) 

500～700 

(25～30) 

300～500 

中仕立て 

(省力化施業) 
3,000 18～24 30～36 

長伐期

施業 

(20～35) 

600～800 

(30～40) 

500～700 
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アカ 

マツ 
中仕立て 3,000 16～20 21～26 27～32 

(20～30) 

700～900 

(30～40) 

600～800 

(30～40) 

300～500 

カラ 

マツ 
中仕立て 3,000 14～18 19～26 27～32 

(25～35) 

700～900 

(25～35) 

500～700 

( 30～40 ) 

300～500 

※ 長伐期施業：主伐林齢を標準伐期齢の２倍程度まで延ばす施業 

  省力化施業：間伐等の回数を減らし、省力化を図った場合の施業 

 

  なお、平均的な間伐の実施時期の間隔は次のとおりとする。 

標準伐期齢未満（人工植栽に係るもので、樹種を問わない） １０年 

標準伐期齢以上（人工植栽に係るもので、樹種を問わない） １５年 

 

 

２ 保育の種類別の標準的な方法 

本表は、一般的な目安を示したものであり、実行にあたっては画一的に行うこ

となく、植栽木及び競合樹種等の生育状況及び生産目標に即して効果的な時期、

回数、作業方法を検討して実施する。 

   

 

保育の 

種類 
樹 種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 

年 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 20 

下 刈 

スギ １ １ １ １ １ １           

ヒノキ １ １ １ １ １ １           

アカマツ １ １ １ １ １            

カラマツ １ １ １ １ １            

つる 

切り 

スギ         １        

ヒノキ          １       

アカマツ       １          

カラマツ       １          

除 伐 

スギ          １       

ヒノキ           １      

アカマツ          １       

カラマツ          １       

枝打ち 
スギ          １     １  

ヒノキ          １      １ 

 

保育の 

種類 
標準的な方法 備  考 

下刈 

目的樹種の高さが雑草木の丈の約

1.5 倍になるまで、毎年１回以上行

う。 

実施時期は６月～８月上旬を目安と

する。 

植栽後数年は状況に応じて年に２回

実施する。 

また、植栽後５年以降は状況に応じ

て隔年とすることもできる。 
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つる 

切り 

下刈終了後、林分が閉鎖するまでの期

間に、つる類の繁茂状況に応じて適時

行う。 

実施時期は６月～７月を目安とする。 

クズの繁茂する箇所では、早期に処

理すること。 

除 伐 

下刈終了後から１５年生までの間に、

造林木の生育が阻害されている箇所

及び阻害されるおそれのある箇所に

ついて１～２回行う。 

実施時期は５～６月を目安とする。 

目的外樹種であっても、生育状況及

び将来の利用価値を勘案して、有用

な林木については、育成を図ること。 

枝打ち 

根元直径が６ｃｍ程度の時期に開始

し、２回目以降は下枝径が６ｃｍ程度

に生長した時期に地際から４～６ｍ

程度まで３～４回実施する。 

実施時期は、樹木の生長休止期の 12

月下旬～３月上旬を目安とする。 

枝打ちは他の保育作業と違い林分成

立には必要ないため、左記にとらわ

れず無節材生産や完満度の高い材の

生産、林内光環境の改善、年輪幅の

調整、病害虫予防等目的に応じて実

施時期・回数を検討する。 

 

３ その他必要な事項 

（１）間伐及び保育の基準 

花粉症対策に資するため、スギ、ヒノキの人工造林地の間伐にあたっては、

雄花着花量の多い林木について優先的に実施する。 

 

 （２）間伐を実施すべき森林の立木の収量比較の目安 

   間伐の実施に当たっては、第３の１に示す方法を基準とするとともに、以下

を参考とする。 

 

樹 種 仕立ての方法 収量比数(Ｒｙ) 備   考 

スギ 

中仕立て 0.8 

左記の樹種以外についても、間伐を実施

する必要がある場合は、収量比数 0.8 を

基準とする 

初回間伐については収量比数 0.7 前後

で実施することが望ましい。 

ヒノキ 

アカマツ 

カラマツ 

収量比数＝（森林の立木の単位面積当たりの材積）／（樹種及び樹高を同じくする立

木が達し得る単位面積当たりの最大材積） 

   

「参考」 間伐を実施すべき森林の立木の収量比数に応じた立木の材積 

（Ｒｙ＝0.8 となる材積） 

単位：材積 m3／ha  

樹  高 スギ ヒノキ アカマツ カラマツ 

8 150 173 115 93 

9 176 197 132 108 

10 203 220 150 124 

11 232 244 168 139 
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12 261 268 187 156 

13 295 292 206 173 

14 323 317 225 190 

15 355 341 244 207 

16 388 366 264 225 

17 421 391 284 243 

 

（３）間伐を実施する必要があると認められる森林の所在等 

該当なし。 

 

第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

 

１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における施業の方法 

公益的機能別施業森林は、森林の有する公益的機能の維持増進を特に図るため

の施業を積極的かつ計画的に推進すべき森林で、その区域及び当該区域内におけ

る施業の方法について、地域森林計画で定める公益的機能別施業森林等の整備に

関する事項を踏まえ、保安林など法令に基づき森林施業に制限を受ける森林の所

在、森林の自然条件及び社会的条件、「森林の機能別調査実施要領の制定につい

て」（昭和 52 年 1 月 18 日付け 51 林野計第 532 号林野庁長官通知）に基づく森

林の機能の評価区分、森林の有する機能に対する地域の要請、既往森林施業体系、

経営管理権及び経営管理実施権の設定見込み等を勘案し次のとおりとする。 

 

（１）水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

  ア 区域の設定 

    水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（水

源涵養機能維持増進森林）の区域を別表１のとおり定めるものとする。 

イ 施業の方法 

    下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とし、以下の伐期齢の下限に

従った施業を推進すべき森林を別表２のとおり定める。 

 

地域 

樹種 

スギ ヒノキ 
アカ 

マツ 

カラ 

マツ 

モミ・ 

シラベ 

その他 

針葉樹 

クヌギ・ナラ類 その他 

広葉樹 用材用 その他 

本町 

全域 

年 

５０ 

年 

５５ 

年 

５０ 

年 

５０ 

年 

６０ 

年 

８０ 

年 

４０ 

年 

２５ 

年 

６０ 

 

（２）土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能、快適な環境の形成の機能
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又は保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

  ア 区域の設定 

   当該森林の区域を別表１のとおり定めるものとする。 

①土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森

林施業を推進すべき森林（山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林） 

②快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森

林（快適環境形成機能維持増進森林） 

③保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（保健文

化機能維持増進森林／生物多様性保全機能維持増進森林） 

      

 

イ 施業の方法 

地形・地質等の条件を考慮した上で伐採に伴って発生する裸地化の縮小及

び回避を図るとともに天然力も活用した施業、風や騒音等の防備や大気の浄

化のために有効な森林の構成の維持を図るための施業、美的景観の維持・形

成に配慮した施業の推進を図る。 

また、アの①から③までに掲げる森林については、原則として複層林施業

を推進すべき森林とするが、複層林施業によっては公益的機能の維持増進を

特に図ることができないと認められる森林については択伐による複層林施

業を推進すべき森林とする。 

ただし、適切な伐区の形状・配置等により、伐採後の林分においてこれら

の機能の確保ができる森林は、長伐期施業を推進すべき森林とし、伐採に伴

って発生する裸地の縮小及び分散を図る。 

このため、以下の伐期齢の下限に従った施業及びその他の施業を推進すべ

き森林を、推進すべき施業の方法ごとに別表２に定める。 

 

    長伐期施業を推進すべき森林の伐期齢の下限 

地域 

樹種 

スギ ヒノキ 
アカ 

マツ 

カラ 

マツ 

モミ・ 

シラベ 

その他 

針葉樹 

クヌギ・ナラ類 その他 

広葉樹 用材用 その他 

本町 

全域 

年 

８０ 

年 

９０ 

年 

８０ 

年 

８０ 

年 

１００ 

年 

１４０ 

年 

６０ 

年 

３０ 

年 

１００ 

 

 

２ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域 

及び当該区域内における施業の方法 

 （１）区域の設定 

木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（木材等
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生産機能維持増進森林）の区域を「別表１」に定める。 

 そのうち、林地生産力が高く、傾斜が比較的緩やかで、林道等や集落からの

距離が近い森林等を「特に効率的な施業が可能な森林」として同じく「別表１」

に定める。 

 

 （２）施業の方法 

生産目標に応じた主伐の時期は、第１の２に示した主伐時期を目安とする。 

主伐の方法として皆伐を選択する場合は、伐採面積が２０ｈａ以下となるよう

にする。 

また、適切な造林、保育及び間伐等を推進することを基本とし、施業の集約

化、路網整備や機械化等を通じた効率的な森林整備を推進することとし、多様

な木材需要に応じた持続的・安定的な木材等の生産が可能となる資源構造にな

るよう努めるものとする。 

なお、特に効率的な施業が可能な森林の区域のうち人工林については、原則

として、皆伐後には植栽による更新を行うものとする。 

 

 ３ その他必要な事項 

  該当なし 

 

 

 

 

【別表１】                       ※県有林は植樹用貸地を除く 

区分 森林の区域 面積（ha） 

水源の涵養の機能の維持増進を

図るための森林施業を推進すべ

き森林 

県 

有 

林 

(a) 

 

419,435,436-1,436-2,437-1,437-2,438～

445,446-2,447,449,451-1,451-2,452,453,457～

459,460-1,460-2,461～475,476-1,476-2,477～

483,519,520林班 

ただし、以下の小班を除外する 

(419は3,9,10,12,437-1ろ1,2,437-2い1～4,ろ1,3,4,439は1,2,440い

1,2,に5,441い3,442い4,5,と1,に1,は1,へ2,ほ1～3,ろ1～6,443い

1,2,4～7,9～14,に1～8,は1～7,9～14,ろ1～3,5,7～15,444い5,は1～

5,ろ2～6,446-2い1～4,7～10,は1～11,ろ3,6～8,447い5,は1,5,6,ろ

1,3,4,6～10,452に2,3,5,6,9,は2,5～9,13～15,18～22,453い2,へ3,

ほ5,458い1,459ち2～5,と1～4,へ1,2,り1,2,4～6,460-1い1～4,7,8,

ち1,2,へ1～4,ほ1,り2,4～10,ろ1,2,460-2い1,461い1～4,6,と1,に1,

ぬ1～5,ほ1,り1～3,ろ1,2,472い1～11,474い1～12,ろ1,3,4,475と

1,2,へ3～5,ろ2,4～6,476-1に1,7,へ2～5,8,ろ1～11,476-2い2～

5,477い4,7,8,に1,2,5～7,12,は1,5,6,ろ3,4,6,478い4,5,は2,3,ろ

4,5,8,480い4,482い1,2,5,6,9,に11,は2,3,6,7,11,13,へ8,9,ほ1～

4,483い1～4,6,8～10,と1～4,に1,3～9,11,13～16,は1,6,9,へ1～4,7

～10,12～14,16,18,19,ほ1～4,8～10,12～17,ろ1～5,8,9,519に5,は

10～12) 

 

5,803.31 
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民 

有 

林 

(a) 

2 林班、4～9 林班、11～29 林班、33～42 林班、102～105 林

班、201～207 林班、210～216 林班、302 林班 

 

 

3,588.53 

小 計 9,391.84 

土地に関する災

害の防止及び土

壌の保全の機

能、快適な環境

の形成の機能又

は保健文化機能

の維持増進を図

るための森林施

業を推進すべき

森林 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地に関す

る災害の防

止及び土壌

の保全の機

能の維持増

進を図るた

めの森林施

業を推進す

べき森林 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

有 

林 

(b) 

 

 

 

 

 

 

 

419,435,436-1,436-2,437-1,437-2,438～

445,446-2,447,449,451-1,451-2,452,453,457～

459,460-1,460-2,461～475,476-1,476-2,477～

483,519,520林班 

ただし、以下の小班を除外する 

(419 は 3,9,10,12,437-1 ろ 1,2,437-2 い 1～4,ろ 1,3,4,439 は 1,2,440

い 1,2,に 5,441い 3,442い 4,5,と 1,に 1,は 1,へ 2,ほ 1～3,ろ 1～6,443

い 1,2,4～7,9～14,に 1～8,は 1～7,9～14,ろ 1～3,5,7～15,444 い 5,

は 1～5,ろ 2～6,446-2 い 1～4,7～10,は 1～11,ろ 3,6～8,447 い 5,は

1,5,6,ろ 1,3,4,6～10,452 に 2,3,5,6,9,は 2,5～9,13～15,18～22,453

い 2,へ 3,ほ 5,458 い 1,459 ち 2～5,と 1～4,へ 1,2,り 1,2,4～6,460-1

い 1～4,7,8,ち 1,2,へ 1～4,ほ 1,り 2,4～10,ろ 1,2,460-2 い 1,461 い

1～4,6,と 1,に 1,ぬ 1～5,ほ 1,り 1～3,ろ 1,2,472 い 1～11,474 い 1

～12,ろ 1,3,4,475 と 1,2,へ 3～5,ろ 2,4～6,476-1 に 1,7,へ 2～5,8,

ろ 1～11,476-2 い 2～5,477 い 4,7,8,に 1,2,5～7,12,は 1,5,6,ろ

3,4,6,478 い 4,5,は 2,3,ろ 4,5,8,480 い 4,482 い 1,2,5,6,9,に 11,は

2,3,6,7,11,13,へ 8,9,ほ 1～4,483 い 1～4,6,8～10,と 1～4,に 1,3～

9,11,13～16,は 1,6,9,へ 1～4,7～10,12～14,16,18,19,ほ 1～4,8～

10,12～17,ろ 1～5,8,9,519 に 5,は 10～12) 
 

 
5,803.31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民 

有 

林 
(b) 

県行分収林 林班番号（台帳番号） 

 

1(726,727),2(1297,1576),4(1029,1167,1432,1577,1694,17

80,1856,1976,2025),5(1857),6(1917),8(2026,2063,2103,2

139,2140,2159),12(5008,5021),15(827,919,1030,1433,169

5),16(558),201(108,184),204(303,329,372,423,487,559,6

39,640),207(13,36,90,217,271),211(37),212(728,828) 

 

224.75 
 
 

 小 計 6,028.06 

快適な環境

の形成の機

能の維持増

進を図るた

めの森林施

業を推進す

べき森林 

 

県 

有 

林 

(C) 

（なし） 

 

 

 

0.00 
 
 
 

民 

有 

林 
(C) 

（なし）  

 

 

 

0.00 
 
 

 小 計 0.00 

保健文化機

能の維持増

進を図るた

めの森林施

業を推進す

べき森林 

 

 

 

 

 

県 

有 

林 

(d) 

419(全),435(全),436-1(全),436-2(全),438(全),439い1～5, 

に1～3,ほ1～4,ろ1～11,ロ1,440と1～5,に1～6,は1～6, 

へ1～13,ほ1～7,ろ1～7,ト1,2,ハ1,2,ホ1,ロ, 

441い1,2,4～6,ろ1,442い1,3,9～11,へ12,444い1～5,ろ1,イ, 

445(全),449(全),451-1(全),451-2(全),452イ,453に5,へ2, 

ほ1,4,ニ,ハ,ヘ,457ち1～4,チ1,ト1,ニ1,ヘ1,レ1,468い1, 

470ち1,と2,7,474ほ2,475ち4,ぬ4～7,り1,5,6,479(全), 

480い1～3,5～12,に1,2,は1～9,ほ1～4,ろ1～5,8,イ,ハ1,2, 

ロ,481い1,2,と1～7,9～12,に1～3,5～9,は1～5,へ2～8,10, 

ほ2～12,ろ1,イ,ハ1～7,ロ 

3,199.69 

 

 

 

 

民 

有 

林 

(d) 

106 林班 

 
9.30 

 

 小 計  3,208.99 

 

 

 

 

 

 

 

 

うち生物

多様性保

全機能の

維持増進

県 

有 

林 

(e) 

438(全),439 い 1～5,に 1～3,ほ 1～4,ろ 1～11,ロ 1,440 と 1

～5,に 1～6,は 1～6,へ 1～13,ほ 1～7,ろ 1～7,ト 1,2,ハ 1,2,

ホ 1,ロ 

1,397.89 
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を図るた

めの森林

施業を推

進すべき

森林 

 

民 

有 

林 
(e) 

（なし） 

 

 

 

0.00 

 

 

 

 
 

小 計  

 
1,397.89 

木材の生産機能の維持増進を図

るための森林施業を推進すべき

森林 

 

 
 

県 

有 

林 
(f) 

437-1,437-2,439～444,446-2,447,452,453,458,459,460-1, 

460-2,461,472,474,475,476-1,476-2,477,478,480 ～ 483,519

林班 

4,372.27 

 

 
 

 民 

有 

林 
(f) 

1～42,101～105,201～206,301～305 林班 

 

 

4,428.02 

 

 

 小 計 8,800.29 

 うち特に効

率的な施業

が可能な森

林 

県 

有 

林 

（なし）  

 

 

0.00 
 
 

民 

有 

林 

35 林班（小立字船木）の一部 

 

 

0.74 

 

 

 
 

小 計  

 
0.74 

 

※ 民有地は地域森林計画対象森林のうち、県有林を除いた森林  

 

 

【別表２】 

施業の方法 森林の区域 面積 

伐期の延長を推進すべき森林 県 

有 

林 

別表１：県有林(a)に示す区域全

て 

5,803.31 

 

民 

有 

林 

別表１：民有林(a)に示す区域全

て 

3,588.53 

小 計 9,391.84 

長伐期施業を推進すべき森林 

 

県 

有 

林 

（なし）  

 

 

0.00 
 
 

民 

有 

林 

（なし）  

 

 

0.00 
 
 

小 計 0.00 

複層林施業を推進す

べき森林 

複層林施業を推進すべき

森林（択伐によるものを除

く） 

県 

有 

林 

別表１：県有林(b)及び(d)に示

す区域全て（ただし、(d)のうち、

(e)の区域を除く） 

4,565.07 

民 

有 

林 

別表１：民有林(b)及び(d)に示

す区域全て 

234.05 

小 計 4,799.12 
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択伐による複層林施業を

推進すべき森林 

県 

有 

林 

別表１：県有林(e)に示す区域全

て 

1,397.89 

民 

有 

林 

（なし）  

 

 

0.00 
 
 

小 計 1,397.89 

特定広葉樹の育成を行う森林施業を推進すべき

森林 

県 

有 

林 

（なし）  

 

 

0.00 
 
 

民 

有 

林 

（なし）  

 

 

0.00 
 
 

小 計 0.00 

 

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 

 

１ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大に関する方針 

本町の森林面積の過半数を占める個人森林所有者の所有森林の多くは５ｈａ

未満の小規模で、かつ分散的である。また森林所有者の不在村化、世代交代の進

行等により、森林施業に無関心な森林所有者が増加し、境界のわからない森林も

急速に増加していることから、このままでは、森林の有する公益的機能の発揮に

支障をきたすことが懸念される。 

これらの森林においては、適切な森林施業を確保していく観点から、集落単位

で、森林所有者、集落リーダー、森林組合等職員、県林業普及指導員、フォレス

ター、及び町職員等が参加する会合を開催する。この中で、今後の森林管理や林

業経営のあり方について合意形成を図り、意欲と能力のある林業経営体等が森林

所有者から委託を受けて、集約化を促進するものとする。 

また、森林施業の集約化を進め、林業経営の合理化、効率化のため、森林経営

計画を作成するものとする。 

 

 ２ 森林の施業又は経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進する

ための方策 

委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施については、森林所有者等への働

きかけ、情報の提供や助言、斡旋などを推進し、意欲ある森林所有者、森林組合、

林業事業体への長期の施業等の委託を進めるとともに、林業経営の委託への転換

を目指すこととする。その際、長期の施業等の委託が円滑に進むよう、施業内容

やコストを明示した提案型施業の普及及び定着を促進する。 

また、間伐等の適切な整備及び保全を推進するための条件整備として、境界の

明確化や森林情報の収集、関係者による情報の共有に努めるとともに、森林経営

計画の作成などを通じて計画的な施業の実施につなげる。 
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 ３ 森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項 

森林の施業又は経営の受託を実施する際には、受託者である森林組合・林業事 

業体等と委託者である森林所有者等が森林経営受委託契約を締結する。 

なお、森林経営受委託契約においては、森林経営の計画期間内（５年間）に 

おいて、自ら森林の経営を行うことができるよう造林、保育及び伐採に必要な育

成権が付与されるようにすることに加えて、森林経営計画が施業を行う森林のみ

ならず、当面の施業を必要としない森林に対する保護も含めた計画となるよう委

託事項を適切に設定することに留意するほか、森林経営計画の実行・監理に必要

な路網の設置及び維持運営などについて適切に設定することに留意する。 

 

４ 森林経営管理制度の活用に関する事項 

森林所有者が自ら森林組合等に施業の委託を行う等、森林の経営管理を実行す

ることができない場合には、森林経営管理制度の活用を図り、森林所有者から経

営管理権を取得した上で、林業経営に適した森林については意欲と能力のある林

業経営者に経営管理実施権を設定するとともに、経営管理実施権の設定が困難な

森林及び当該権利を設定するまでの間の森林については、森林環境譲与税を活用

しつつ、市町村森林経営管理事業を実施することにより、適切な森林の経営管理

を推進する。 

また、森林経営管理事業で実施する森林整備に関する詳細事項は、「森林経営

管理意向調査全体計画」で定めるものとする。 

 

５ その他必要な事項 

  該当なし 

 

第６  森林施業の共同化の促進に関する事項 

 

１ 森林施業の共同化の促進に関する方針 

森林組合や林業事業体に施業を委託せず、複数の森林所有者等が自ら施業の共

同化により効率的な森林施業に取り組む場合、森林法第１０条の１１第１項に規

定する施業実施協定を締結することで、共同して実施する施業及びその分担割

合、森林作業道や土場等共同利用する施設の設置及び維持管理の方法等の共同化

に関する事項が協定期間中担保されるため、積極的に協定の締結を促進するもの

とする。これにあたっては、集落単位で森林所有者等、集落リーダー、森林組合

等職員、県林業普及指導員、フォレスター及び町職員等が参加する会合を開催し、

今後の森林管理や林業経営のあり方について合意形成を図ることとする。 
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２ 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方策 

森林施業の共同化にあたっては、間伐等の施業や作業路網の維持運営等につい

て重点的に行うこととする。 

また、施業の共同化を進めるためには、森林施業に消極的な森林所有者に対し

て、地区集会等への参加を呼びかけ、森林施業の重要性を認識させるとともに林

業経営への参画意欲の拡大を図り、施業実施協定への参画を促進するものとす

る。 

 

３ 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

①共同して森林施業を実施しようとする者（以下「共同施業実施者」という。） 

は、一体として効率的に施業を実施するのに必要な森林作業道、土場、作業場等

の施設の設置及び維持管理の方法並びに利用に関し必要な事項をあらかじめ明

確にするものとする。 

 

②共同施業実施者は、共同して実施しようとする施業の種類に応じ、労務の分 

担又は相互提供、林業事業体等への共同による施業委託、種苗その他の共同購入

等共同して行う施業の実施方法をあらかじめ明確にするものとする。 

 

③共同施業実施者の一が①又は②により明確にした事項につき遵守しないこ 

とにより、他の共同施業実施者に不利益を被らせ又は森林施業の共同化の実効性

が損なわれることのないよう、あらかじめ、施業の共同実施の実効性を担保する

ための措置を明確にするものとする。 

 

４ その他必要な事項 

  該当なし 

 

第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 

 

１ 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムに関す

る事項 

効率的な森林施業を推進するための林地の傾斜区分や搬出方法に応じた路

網密度の水準は次のとおりとする。なお、路網密度の水準については、木材搬

出予定箇所について適用することとし、尾根、渓流、天然林等の除地には適用

しないこととする。 

区 分 作業システム 
路網密度（m／ha） 

基幹路網 細部路網 合計 

緩傾斜地 

（0°～15°） 

車両系 

作業システム 
４０以上 ６５以上 １１０以上 
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中傾斜地 

（15°～30°） 

車両系 

作業システム 
３５以上 ５０以上  ８５以上 

架線系 

作業システム 
２５以上 ０以上 ２５以上 

急傾斜地 

（30°～35°） 

車両系 

作業システム 

２５以上 

〈１５以上〉 
３５以上  

６０以上 

〈５０以上〉 

架線系 

作業システム 

２０以上 

〈１５以上〉 
０以上 

２０以上 

〈１５以上〉 

緩傾斜地 

（35°～ ） 

架線系 

作業システム 
５以上 ０以上 ５以上 

※ ＜＞書きは広葉樹の導入による針広混交林化など育成複層林へ誘導する森林における路網密度 

また、地形傾斜に応じた搬出方法や路網と高性能林業機械を組み合わせた効

率的なシステムは、表１及び表２を参考例として現地の状況や経営形態等を勘

案して選択するものとする。 

 

 表１ 低コスト作業システムの分類例 

① ハーベスタ＋（グラップル）＋フォワーダ 

車両系 

② チェーンソー＋グラップル木寄せ＋プロセッサ＋フォワーダ 

③ 
チェーンソー＋グラップル（ウィンチ）木寄せ＋プロセッサ＋

フォワーダ 

④ チェーンソー＋（グラップル）＋スキッダ＋プロセッサ 

⑤ チェーンソー＋プロセッサ＋フォワーダ 

⑥ チェーンソー＋スイングヤーダ＋プロセッサ＋（フォワーダ） 
架線系 

⑦ チェーンソー＋タワーヤーダ＋プロセッサ＋（フォワーダ） 

 

表２ 低コスト作業システム選択表 

地 形 路網密度 最適と見込むシステム 備 考 

緩 

密 
① 

車両系 
② 

中 
③ 

④ 

中 

密 
⑤ 

車両系 ② 

中 
③ 

⑥ 架線系 

急 

密 ③ 車両系 

中 ⑥ 
架線系 

疎 ⑦ 
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２ 路網整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域に関する事項 

本計画の期間内に作業路網等整備と併せて効率的な森林施業を推進する 

区域（路網整備等推進区域）を次のとおり定める。 

 

    

 

 

 

 

 

３ 作業路網の整備に関する事項 

（１） 基幹路網に関する事項 

ア 基幹路網の作設に係る留意点 

安全の確保、土壌の保全等を図るため、適切な規格・構造の路網の整備を図 

る観点等から、林道規程（昭和４８年４月１日付け４８林野道第１０７号林野

庁長官通知）、又は林業専用道作設指針（平成２２年９月２４日付け２２林整

整第６０２号林野庁長官通知）を基本とした山梨県林業専用道作設指針に則り

開設する。 

 

イ 基幹路網の整備計画 

基幹路網の開設・拡張に関する計画については、次のとおりとする。 

単位　延長：km　面積:ha

開設／拡張 種類 区分
位置

（市町村）
路線名

延長及び
箇 所 数

利用区域
面　　積

前半5ヵ年の
計画箇所

対図
番号

備考

開設 自動車道 林道 富士河口湖町 本 栖 逢 坂 0.5 81 27

開設 自動車道 林業専用道 〃
西 川 新 倉

１ 号 支 線
1.3 39 28

開設(改築) 〃 林道 〃 本 栖 (1.0) 648

〃 〃 〃 〃 逢 坂 (1.0) 618

(2) (2.0)

2 1.8

拡張（改良） 自動車道 林道 富士河口湖町 西 川 新 倉 4.0 1,550

〃 〃 〃 〃 清 八 2.0 120

〃 〃 〃 〃 霜 山 1.0 127

〃 〃 〃 〃 白 滝 2.0 143

〃 〃 〃 〃 中 沢 0.5 183

〃 〃 〃 〃 逢 坂 1.0 618

〃 〃 〃 〃 本 栖 1.2 648

〃 〃 〃 〃 竜 ヶ 岳 1.0 168

8 12.7

拡張（舗装） 自動車道 林道 富士河口湖町 清 八 1.0 120

〃 〃 〃 〃 霜 山 0.5 127

〃 〃 〃 〃 白 滝 2.0 143

〃 〃 〃 〃 中 沢 0.5 183

〃 〃 〃 〃 逢 坂 1.0 618

〃 〃 〃 〃 本 栖 1.2 648

〃 〃 〃 〃 竜 ヶ 岳 1.0 168

7 7.2小計

小計

小計

 

路網整備等 

推進区域 

面積 

(ha) 
開設予定路線 

開設予定延長 

(m) 

対図 

番号 
備考 

西川新倉 

４８１林班 

４８２林班 

 

１４３．７６ 

１１７．４１ 

 

西川新倉１号

支線 

１，３００ 

 

１ 
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ウ 基幹路網の維持管理に関する事項 

富士河口湖町が作設した基幹路網については、富士河口湖町を管理者とし、

「森林環境保全整備事業実施要領」（平成１４年３月２９日付け１３林整整第８

８５号林野庁長官通知）及び「民有林林道台帳について」（平成８年５月１６日

８林野基第１５８号林野庁長官通知）等に基づき、台帳を作成して適切に管理す

る。 

 

（２） 細部路網に関する事項 

  ア 細部路網の作設に係る留意点 

木材の効率的かつ継続的な搬出には、森林作業道の整備が不可欠である。

本町ではこれまでも作業路網の開設に積極的に取り組んできたところであ

るが、今後、高性能林業機械の導入を図り、より効率的な施業を行うため、

これまで以上に森林作業道の整備に取り組むこととする。 

開設にあたっては、森林作業道作設指針（平成２２年１１月１７日付け２

２林整整第６５６号林野庁長官通知）及び山梨県森林作業道作設指針に基づ

き、現場の状況に応じて、できるだけ簡易で長持ちする（維持修繕コストが

かからない）構造とする。 

イ 細部路網の維持管理に関する事項 

   山梨県森林作業道作設指針等に基づき、森林作業道が継続的に利用できる

よう適正に管理する。 

 

４ その他必要な事項 

   該当なし 

 

第８ その他必要な事項 

 

 １ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項 

（１）林業に従事する者の養成及び確保の方向 

  現在、林業後継者が不足し、林業労働者の高齢化が急速に進行している。こ

のような状況の中、若年林業技術者を育成するために、労働環境の向上を図る。 

  そのために、森林施業の集約化を進めるに当たっては、意欲と能力のある林

業事業体等による森林経営の集約化、並びに、農業等との複合経営による林業

経営の健全化及び安定化を目標とし、林道、林業専用道、森林作業道等の路網

整備による生産コストの低減及び労働強度の低減を図るものとする。 

また、高性能林業機械の積極的な導入により、作業の合理化及び効率化に努

める一方、森林組合の作業班の編成を拡充することにより、体質改善を図り、
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組合員と密着した協同組合として機能を十分発揮できるよう、各種事業の受委

託拡大及び労働班の雇用の通年化と近代化に努めることとする。 

このほか、林業労働者の確保に向けた取り組みとして、移住等の推進に努め

ることとする。 

 

（２）林業労働者及び林業後継者の育成方策 

①林業労働者の育成 

林業労働者の育成については、林業経営の安定と経済性の向上を図り、山づ

くりへの意欲を起こさせること、働く者にとって他産業と同等以上の雇用条件

を保障することが重要である。そのため林業労働者の社会保険等への加入の促

進、通年雇用や月給制の導入、就労施設の整備など労働条件の改善及び雇用の

安定化に努めることとする。 

   また、各種研修を実施して、新規就労者の技術向上をフォローする体制を整

備するものとする。 

 

②林業後継者の育成 

農業を含む農林業後継者は労働過重による労働環境条件の厳しさ及び収入

が不安定であることなどから現状では大きく増加することは期待できない。こ

のため、林業の担い手として森林組合への期待が大きくなっており、森林組合

の体質を改善し、協同組合としての機能を十分発揮できるように育成強化に努

めることとする。 

また、県内外の木材市況の動向把握に努め、情報を提供するとともに、木材

消費の開拓については町として検討することとし、林業経営の魅力を高めるよ

うにする。さらに、各種林業補助施策の導入について検討し、林業の活性化と

林業従事者の生活環境の整備を図るとともに、施業実験林等による林業技術等

の啓発、特用林産物の開発に努めることとする。 

 

（３）林業事業体の体質強化方策 

本町の林業の担い手である森林組合をはじめとする林業事業体においては、

森林所有者と施業の長期受委託契約による事業量の確保、また合併や経営の多

角化による事業の拡大を図ることによる就労の安定化、近代化を図るものとす

る。 

また、労働班員の労働安全の確保、月給制、休日の導入及び各種社会保険へ

の加入による勤務体系、賃金体系の改善を図り、広域就労の推進等による雇用

の通年化に努め、併せて林業者の定住化を促進するものとする。 

さらには、林業技術等の啓発、普及及び後継者の育成に努めることとする。 

 



 

- 28 - 

 

 ２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項 

（１）林業機械化の促進方向 

町内の林業事業体は、チェーンソー、林内作業車、小型集材機による作業が

一般であり、その生産性は高いとは言えない状況にある。このような状況の中、

労働生産性及び安全性の向上、労働強度の軽減及び生産コストの低下を図るた

めには、林業の機械化を促進することが必要であり、高性能機械を主体とする

作業システム等を勘案し機械化の促進に努めるものとする。 

 

（２）高性能林業機械を主体とする林業機械の導入目標 

作業の種類 現状 将来 

伐倒 

造材 

集材 

〔急傾斜地〕 

船津・大石・

河口・長浜・

西湖・精進・

本栖地区 

全木集材 チェーンソー＋小型集材機＋プロセッ

サ 

チェーンソー＋タワーヤーダ（スイング

ヤーダ）＋プロセッサ  

全幹集材 チェーンソー＋小型集材機＋プロセッ

サ 

チェーンソー＋タワーヤーダ（スイング

ヤーダ）＋プロセッサ  

短幹集材 チェーンソー＋ウインチ付グラップル

＋フォワーダ 

チェーンソー＋ウインチ付グラップル

＋フォワーダ 

〔緩傾斜地〕 

小立・勝山・

西湖・精進・

本栖地区 

全木集材 チェーンソー＋ウインチ付グラップル

＋チェーンソー＋（フォワーダ）  

チェーンソー＋ウインチ付グラップル

＋プロセッサ＋（フォワーダ）  

全幹集材 チェーンソー＋ウインチ付グラップル

＋チェーンソー＋（フォワーダ）  

チェーンソー＋ウインチ付グラップル

＋プロセッサ＋（フォワーダ）  

短幹集材 チェーンソー＋グラップル＋フォワー

ダ 

ハーベスタ＋（グラップル）＋フォワー

ダ 

造林 

保育 

地拵、下刈  チェーンソー、刈払機、グラップル  チェーンソー、刈払機、グラップル、自

走式刈払機 

枝打ち  人力 人力 

 

（３）林業機械化の促進方策  

①施業地の団地化を図り、施業の共同化及び受委託契約による施業の集約化 

により、事業量の確保を行うものとする。 

②高性能林業機械をはじめとする車両系機械の導入を前提とした作業道路の 

整備を行うものとする。 

③高性能林業機械のオペレーターを育成するための研修会等への積極的な参加 

  を促進し、機械の能力を最大限活用できるようオペレーターの質的向上を図るも

のとする。 

④林業普及指導員、フォレスター等と相談して、現地に最適な機械の組み合わ 

せの検討を行うものとする。 

⑤高性能林業機械の購入が難しい場合は、リース機の活用の検討を行うものと 
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する。 

⑥場合によっては他の森林組合及び事業体と共同による機械の購入検討を行 

うものとする。 

 

 ３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項 

木材の流通に対する施策としては、利用間伐を中心にその計画的な実行を図

り、間伐材の搬出に努め、公共土木工事等における新たな需要の開発を検討し、

間伐材の有効利用を目指す。特用林産物のうち本町の特産品のひとつであるシイ

タケについては、本栖地区において生産が行われてはいるが、いずれも個人経営

で小規模であり、生産量は減少傾向にある。今後については、原木ほだ木の安定

的供給、経営の共同合理化及び品質の向上を図り、農協と連携して販路の拡大に

努め生産振興を図ることとする。 

また、自然食品志向に着目し、これまで利用されなかった樹木や山菜等を地域

の新たな資源として見直し利用方法を開発することにより地域特産品として育

成を図ることとする。 

木材の流通、加工、販売施設等の整備計画及び特用林産物の生産、流通、加工、

販売施設の整備計画は次表のとおりとする。 

 

   ○  林産物の生産（特用林産物）・流通・加工・販売施設の整備状況 

施設の種類 
現   状 計   画 

備考 
位置 規 模 対図番号 位置 規模 対図番号 

林産物販売施設 船津 280.93 ㎡ 
 

1 

 

 
        

  

 

Ⅲ 森林の保護に関する事項 

 

第１ 鳥獣害の防止に関する事項 

 

  １ 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法 

   （１）区域の設定 

        鳥獣害を防止するための措置を実施すべき森林の区域(以下「鳥獣害防止

森林区域」という。)の対象とする鳥獣(以下「対象鳥獣」という。)は、ニ

ホンジカとする。 

    鳥獣害防止森林区域の対象とする森林は、「鳥獣害防止森林区域の設定に

関する基準」(平成２８年１０月２０日付け２８林整研第１８０号林野庁長

官通知)に基づき、対象鳥獣による食害や剥皮等の被害がある森林又はそれ

らの被害がある森林の周辺に位置し、被害発生のおそれのある森林であっ

て、人工林を基本とし、別表３のとおりとする。 
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   （２）鳥獣害の防止の方法 

    森林の適確な更新及び造林木の確実な育成を図るため、次のア又はイに掲

げる鳥獣害防止対策を地域の実情に応じて、単独又は組み合わせて推進する

ものとする。 

     ア 植栽木の保護措置 

       防護柵の設置又は維持管理、幼齢木保護具の設置、剥皮防止帯の設

置、忌避剤の散布、現地調査等による森林のモニタリングの実施等 

 

     イ 捕獲 

       わな捕獲（ドロップネット、くくりわな、囲いわな、箱わな等によ

るものをいう）、誘引狙撃等の銃器による捕獲等の実施 

これらの被害対策は特に人工植栽が予定されている森林を中心に

推進するものとする。また、アに掲げる防護柵は倒木等により破損し

た場合には適宜修繕し、被害防止効果が継続して発揮されるよう努め

るとともに、鳥獣害防止対策の実施に当たっては鳥獣保護管理施策や

農業被害対策等と連携・調整を図るものとする。 

 

別表３ 

対象鳥獣の種

類 

森林の区域 面積（ha） 

ニホンジカ 県 有

林 

 

419,435,436-1,438～445,446-2, 

447,451-1,451-2,452,453,457, 

458,463,464,467,475,476-1,476-2, 

477～483 林班 

7,690.44 

民 有

林 

13～16，22～29，35～40,201～207,301

～303 林班 

 

  ２ その他必要な事項 

   鳥獣害防止森林区域内における鳥獣害の防止の方法の実施状況の確認につ

いては、必要に応じて現地調査によるほか、区域内で森林施業を行う林業事業

体や森林所有者等からの情報収集等により行うとともに、鳥獣害の防止の方法

が実施されていない場合は、森林所有者等に対する助言・指導等を通じて鳥獣

害の防止を図る。 

   また、必要に応じて現地調査によるほか、区域内で森林施業を行う林業事業

体や森林所有者等からの情報収集等により野生鳥獣の行動把握、被害状況把握

等を実施する。 

 

第２ 森林病虫害の駆除及び予防、火災の予防その他の森林の保護に関する事項 

 

  １ 森林病害虫等の駆除及び予防の方針及び方法 
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    森林病害虫による被害の未然防止、巡視による早期発見及び早期駆除等に

努める。 

    松枯れ被害対策については、森林病害虫等防除法に基づいて被害の発見や

防除に努める。具体的には、高度公益機能森林及び富士河口湖町松くい虫被

害対策地区実施計画に定める地区保全森林といった保全すべき松林について

は、伐倒駆除を実施する。地区被害拡大防止森林については松枯れ被害を受

けないヒノキ等に樹種転換を図ることとする。 

    特に、高齢級の松林を中心に被害の発生が続発している。このような状況

から、町が森林病害虫等防除事業により被害木の伐倒駆除を実施することに

より、被害地域の拡大防止に努めているところであり、地域住民に対する啓

発活動を積極的に行い、地域と一体になった健全な森林育成に努めることと

する。 

    また、カシノナガキクイムシによるナラ枯れについては、令和元年度に県

内で初めて被害が確認され、本町でも令和２年度に初めて被害が確認された。

そのためナラ枯れ被害まん延防止のため、国、県、森林組合等の関係機関と

連携を図りながら、被害の監視や防除の実施など、被害の状況に応じた適切

な防除対策を実施する。 

    なお、森林病害虫等のまん延防止のため緊急に伐倒駆除する必要が生じた

場合等については、森林所有者の理解を得ながら、伐採の促進に関する指導

を行うこととする。森林病害虫等による被害の未然防止や早期発見等のため、

県や森林組合、森林所有者等との情報の共有など、連携に努めることとする。 

 

２ 鳥獣害対策の方法（第 1 に掲げる事項を除く。） 

近年、町内の里山地域で、イノシシ・サル等の獣害被害が多発しており、農

林業に与える影響が甚大となっている。 

補助事業を有効に活用し、防護柵の設置、藪の刈り込み、里山林の除伐、間

伐による見通しの確保及び個体調整等の対策を実施し、被害の拡大を防止す

る。 

 

 ３ 林野火災の予防の方法 

林野火災については、冬～春にかけての山火事の発生しやすい時期を中心に山 

火事防止パトロールを実施し、地域住民や入山者に対する防火意識の啓発等を行

い、未然防止に努めるものとする。 

 

 ４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項 

   森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合は、森林法、富士河口湖

町火入れに関する条例等、関係法令を遵守する。 
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 ５ その他必要事項 

（１）病虫害の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき林分 

森林の所在 伐採を促進すべき理由 備 考 

民有林 

21林班・23林班・25林班・26 林班・ 

29林班 

松くい虫の被害を受けて

おり、周辺松林への被害の

拡大を防止するため 

皆伐または択伐、

人工造林又は天然

更新 

※なお、病虫害のまん延のため、緊急に伐倒駆除する必要が生じた場合については、ここに定める森

林以外の森林であっても、伐採の促進に関する指導等を行うことがある。 

 

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項 

 

 １ 保健機能森林の区域 

  該当なし 

 

 ２ 保健機能森林の区域内における造林、保育、伐採その他の施業の方法 

  該当なし 

 

 ３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備 

  該当なし 

 

 ４ その他必要な事項 

  該当なし 

 

 

Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項 

 １ 森林経営計画の作成に関する事項 

（１）森林経営計画の記載内容に関する事項 

森林経営計画を作成するに当たり、次に掲げる事項について適切に計画する

ものとする。 

ア Ⅱの第２の３の植栽によらなければ適確な更新が困難な森林において

は、主伐後の植栽 

イ Ⅱの第４の公益的機能別施業森林の施業方法 

ウ Ⅱの第５の３の森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項

及びⅡの第６の３の共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

エ Ⅲの森林の保護に関する事項 

なお、経営管理実施権が設定された森林については、森林経営計画を樹立し

て適切な施業を確保することが望ましいことから、経営管理実施権配分計画が
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公告された後、林業経営者は、当該森林について森林経営計画の作成に努める

ものとする。 

（２）森林法施行規則第３３条第１号ロの規定に基づく区域 

区域名 林班 区域面積（ｈａ） 

大石 
県有林 469,470 林班 

1,309.43 
民有林 1～9 林班 

河口 
県有林 471～483 林班 1,978.98 

民有林 10～21 林班 

勝山 

小立 

船津 

県有林 419 林班 1,210.39 

民有林 22～29,33～42,101～106,208,209 林班 

西湖 

長浜 

県有林 435,436,462～468 林班 2,198.91 

民有林 201～207,210～216 林班 

精進 
県有林 437～440,458～461 林班 2,389.11 

民有林 303～305 林班 

本栖 
県有林 441～449,451～453,457,519,520 林班 2,396.81 

民有林 301,302 林班 

※ここでいう民有林は地域森林計画対象森林のうち県有林以外の森林であり、
植樹用貸地は民有林に含まれる。 

 

 ２ 生活環境の整備に関する事項 

  該当なし 

 

３ 森林整備を通じた地域振興に関する事項 

適切な森林整備により森林の多面的機能の維持増進を図るためには、地域への

定住や都市との交流の促進など地域の振興を図ることが重要であるが、そのため

の基盤となる生活環境施設の整備や都市住民等の受入態勢の整備等の構想につ

いては次のとおりとする。 

（１）町内にある根場分校の廃校を NPO 富士山クラブに賃貸しエコーツアーセン

ターを開設している。富士山クラブの活動は、富士五湖・西湖にあるこの学

校を拠点として青木ヶ原樹海の生命の神秘を学ぶコース・自然の素材枯れ

葉、松ぼっくり、葉っぱ、ツタ等を利用したクラフトづくり・ボランティア

の手によって富士山周辺の森林のゴミ拾いや遊歩道の破損個所の作業等を

行い社会貢献の奉仕活動を呼びかけ樹海の雰囲気を楽しみながらクリーン

体験コース実施。森林を中心とした山村体験ツアーを実施することにより、

特産品の宣伝、販売を行い農林産物の収入増を図る。 

（２）都市部の小中学生に山の味覚を覚えてもらい、第二のふるさととしての印
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象を植え付け、将来頻繁に訪れて経済効果をもたらすようにしていく。 

  

 ４ 森林の総合利用の推進に関する事項 

町内の緑の少年隊及び小・中学生をはじめとした青少年に対して、自然の大切

さとふるさとへの愛着をはぐくむため、町で行う各種のイベントの中に森林・林

業体験プログラムを組み込み、森林づくりへの直接参加を推進する。 

  ○ 森林の総合利用施設の整備状況 

施 設 の 

種   類 

現  状(参考) 計   画          対 図 

番 号 位 置 規  模 位 置 規 模 

創造の森 船津地区 30ha 

管理棟 1棟 

オートキャンプ場 

遊歩道 

  

 

1 

野鳥の森公園 西湖地区 7.3 ha 

樹海ギャラリー 

民芸品工作室 

丸木船保管庫 

公園内遊歩道 

青木ヶ原樹海森林浴散策路 

2.0km 

  

2 

 

本栖の森 本栖地区 遊歩道 8,043m 

案内板 １基 

四阿 １棟 

  
3 

 

河口の森 河口地区 遊歩道 1,789m 

案内板 ２基   
  4 

 

５ 住民参加による森林の整備に関する事項 

（１）地域住民参加による取組みに関する事項 

町民の森林に対する関心は年々高まってきており、森林・林業についての知 

識を高めることや、下刈り、枝打ち等の体験を希望する人も増加している。こ

のため、船津地区の町有林を創造の森として指定し、地域住民参加による森林

の整備を展開していく。 

創造の森の所在及び面積 

南都留郡富士河口湖町船津字胎内６６０３番地 （２８小班）３０ha   

 

６ 森林経営管理制度に基づく事業に関する事項 

計画期間内における市町村森林経営管理事業計画 

区域 作業種 面積 備考 

該当なし    

 

７ その他必要な事項 
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（１）法令等により施業について制限を受けている森林における施業方法 

ア 保安林の施業方法 

森林法第３３条の規定により定めた指定施業要件に基づいて行うものとす

るが、保安林内において立木竹の伐採等を行う場合には、森林法第３４条によ

り知事の許可（森林法第 34 条の 2 第 1 項に規定する択伐の場合または同法第

３４条の３第１項に規定する間伐の場合にあっては、あらかじめ知事に伐採立

木材積・伐採方法または間伐材積・間伐方法その他農林水産省令で定める事項

を記載した択伐または間伐の届出書の提出）が必要である。なお、指定施業要

件は個々の保安林ごとに定められているが、その主なものは次のとおりであ

る。 

 

種 

類 
伐 採 方 法 伐 採 の 限 度 更 新 方 法 

水

源

か

ん

養

保

安

林 

1) 原則として伐採種の 

指定はしない。 

 但し、林況が粗悪な森林

並びに伐採の方法を制限し

なければ、急傾斜地、保安

施設事業の施行地等の森林

で土砂が崩壊し、または流

出するおそれがあると認め

られるもの及びその伐採跡

地における成林が困難にな

るおそれがあると認められ

る森林にあっては択伐とす

る。（その程度が特に著し

いと認められるものにあっ

ては禁伐とする。） 

2) 主伐は原則として標準

伐期齢以上のものとする。 

3) 間伐により伐採できる

箇所は、注1による。 

1) 伐採年度ごとに皆伐に

よる伐採をすることができ

る面積の合計は、伐採年度

ごとに公表された皆伐面積

の範囲内であり、１箇所当

たりの面積の限度は２０ｈ

ａ以内で、当該保安林の指

定施業要件に定められた面

積とする。 

2) 択伐により伐採するこ

とができる立木材積の限度

は、注2による。 

3)間伐により伐採すること

ができる立木材積の限度は

、原則として注3によるが当

該保安林の指定施業要件に

定められた範囲内とする。 

1) 満1年生以上の苗を、お

おむね１ｈａ当たり伐採跡

地につき的確な更新を図る

ために必要なものとして注

4により算出される植栽本

数以上の割合で均等に植栽

するものとする。 

2) 伐採が終了した日を含

む伐採年度の翌伐採年度の

初日から起算して2年以内

に植栽するものとする。 

3) 指定樹種を植栽するも

のとするが、指定施業要件

で定めのないものについて

はこの限りでない。 

 

 

土

砂

流

出

防

備

保

1) 原則として択伐とする。 

但し、保安施設事業の施

行地の森林で地盤が安定し

ていないもの、その他伐採

すれば著しく土砂が流出す

るおそれがあると認められ

る森林にあっては禁伐とす

る。 

 また、地盤が比較的安定

している森林にあっては、

伐採種の指定はしない。 

2) 主伐は原則として標準

伐期齢以上のものとする。 

3) 間伐により伐採できる

箇所は、注1による。 

1) 伐採年度ごとに皆伐に

よる伐採をすることができ

る面積の合計は、伐採年度

ごとに公表された皆伐面積

の範囲内であり、１箇所当

たりの面積の限度は１０ｈ

ａ以内で、当該保安林の指

定施業要件に定められた面

積とする。 

2) 択伐により伐採するこ

とができる立木材積の限度

は、注2による。 

3) 間伐により伐採するこ

とができる立木材積の限度

は、原則として注 3 による

1) 満1年生以上の苗を、お

おむね１ｈａ当たり伐採跡

地につき的確な更新を図る

ために必要なものとして注

4により算出される植栽本

数以上の割合で均等に植栽

するものとする。 

2) 伐採が終了した日を含

む伐採年度の翌伐採年度の

初日から起算して２年以内

に植栽するものとする。 

3) 指定樹種を植栽するも

のとするが、指定施業要件

で定めのないものについて

はこの限りでない。 
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安

林 

が当該保安林の指定施業要

件に定められた範囲内とす

る。 

水

害

防

備

保

安

林 

1) 原則として択伐とする。 

 但し、林況が粗悪な森林

及び伐採すればその伐採跡

地における成林が著しく困

難になるおそれがあると認

められる森林にあっては、

禁伐とする。 

2) 主伐は原則として標準

伐期齢以上のものとする。 

3) 間伐により伐採できる

箇所は、注1による。  

1) 択伐により伐採するこ

とができる立木材積の限度

は、注2による。 

2) 間伐により伐採するこ

とができる立木材積の限度

は、原則として注 3 による

が当該保安林の指定施業要

件に定められた範囲内とす

る。 

 

 

保

健

保

安

林 

1) 原則として択伐とする。 

 但し、伐採すればその伐

採跡地における成林が著し

く困難になるおそれがある

と認められる森林にあって

は、禁伐とする。また、地

域の景観の維持を主たる目

的とする森林のうち、主要

な利用施設または眺望点か

らの視界外にあるものにあ

っては、伐採種の指定はし

ない。 

2) 主伐は原則として標準

伐期齢以上のものとする。 

3) 間伐により伐採できる

箇所は、注1による。 

1) 伐採年度ごとに皆伐に

よる伐採をすることができ

る面積の合計は、伐採年度

ごとに公表された皆伐面積

の範囲内であり、１箇所当

たりの面積の限度は１０ｈ

ａ以内で、当該保安林の指

定施業要件に定められた面

積とする。 

2) 択伐により伐採するこ

とができる立木材積の限度

は、注2による。 

3) 間伐により伐採するこ

とができる立木材積の限度

は、原則として注3によるが

当該保安林の指定施業要件

に定められた範囲内とする

。 

1) 満1年生以上の苗を、お

おむね１ｈａ当たり伐採跡

地につき的確な更新を図る

ために必要なものとして注

4により算出される植栽本

数以上の割合で均等に植栽

するものとする。 

2) 伐採が終了した日を含

む伐採年度の翌伐採年度の

初日から起算して２年以内

に植栽するものとする。 

3) 指定樹種を植栽するも

のとするが、指定施業要件

で定めのないものについて

はこの限りでない。 

注）１ 伐採をすることができる箇所は、原則として樹冠疎密度が 10 分の 8 以上の箇所であ
ること。 

２ 伐採年度ごとに択伐による伐採をすることができる立木の材積は、原則として当該伐採年
度の初日におけるその森林の立木の材積に相当する数に次により算出される択伐率※を乗
じて得た数に相当する材積を超えないものとする。 

※択伐率 
(1)択伐率は、当該伐採年度の初日における当該森林の立木の材積から前回の択伐を終えたとき
の当該森林の立木の材積を減じて得た材積を当該伐採年度の初日における当該森林の立木の材
積で除して算出するものとする。ただし、その算出された率が 10 分の 3 を超えるときは、10 分
の 3 とする。  
(2)伐採跡地につき植栽によらなければ的確な更新が困難と認められる森林についての択伐率
は、前項(1)の規定にかかわらず、同項本文の規定により算出された率または＜附録式＞により
算出された率のいずれか小さい率とする。ただしその率が 10 分の 4 を超えるときは、10 分の 4
とする。 

 
＜附録式＞  
Ｖｏ－Ｖｓ×（7/10) 

 Ｖｏ 
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Ｖｏ：当該伐採年度の初日における当該森林の立木の材積 
Ｖｓ：当該森林と同一の樹種の単層林が標準伐期齢に達しているものとして算出される当該単層

林の立木の材積 
３  伐採年度ごとに間伐に係る伐採をすることができる立木の材積の限度は、原則として、当

該伐採年度の初日における森林の立木の材積の 10 分の 3.5 を超えず、かつ、その伐採によ
りその森林に係る樹冠疎密度が 10 分の 8 を下回ったとしても当該伐採年度の翌伐採年度の
初日から起算しておおむね５年後においてその森林の当該樹冠疎密度が 10 分の 8 までに回
復することが確実であると認められる範囲内の材積とする。 

４  植栽本数は、おおむね 1ｈａ当たり樹種ごとに次の算式により算出された本数以上とする。
ただし、3,000 本を超えるときは、3,000 本とする。 
基準となる植栽本数＝3,000×(5/V)2/3 

Ｖ：当該森林において、植栽する樹種ごとに、同一の樹種の単層林が標準伐期齢に達しているも
のとして算出される１ｈａ当たりの当該単層林の立木の材積を標準伐期齢で除して得た数値 

 
前記算式に基づき試算した植栽本数を地位級ごとに示せば以下のようになる。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、択伐を実施した場合は、上記の本数に択伐率を乗じて算出した本数以上とする。 

５  標準伐期齢は富士河口湖町森林整備計画で定める標準伐期齢による。 

 

イ 保安施設地区の施業方法 

原則として禁伐とする。 

但し、森林法第４４条で定められた場合を除く。 

 

ウ 自然公園内の施業方法 

①国立・国定公園区域内の施業方法 

特別地域内において立木竹の伐採等を行う場合には、自然公園法第２０条 

第３項及び第２１条第３項により国立公園にあっては環境大臣、国定公園に

Ｖ 5 6 7 8 9 10 11 12

(5/V) 1.000 0.886 0.800 0.732 0.676 0.630 0.592 0.558

植栽本数 3,000 2,700 2,400 2,200 2,100 1,900 1,800 1,700

Ｖ 13 14 15 16 17 18 19 20

(5/V) 0.529 0.504 0.481 0.461 0.443 0.426 0.411 0.397

植栽本数 1,600 1,600 1,500 1,400 1,400 1,300 1,300 1,200

2/3

2/3
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あっては知事の許可が必要である。 

 

特別地域区分 森  林  施  業  方  法 

特 別 

保 護 地 区 

 禁伐とする。 

 但し、学術研究その他公益上必要と認められるもの、地域住民の

日常生活の維持のために必要と認められるもの、病害虫の防除、防

災、風致の維持、その他森林の管理として行われるもの、または測

量のため行われるものは、この限りでない。 

第 一 種 

特 別 地 域 

1）第一種特別地域の森林は、禁伐とする。 

 但し、風致維持に支障のない場合に限り、単木択伐法を行うこと

ができる。 

2）伐期齢は、標準伐期齢に見合う年齢に１０年以上を加えて決定

する。 

3)）択伐率は、現在蓄積の１０％以内とする。 

第 二 種 

特 別 地 域 

1）第二種特別地域の森林の施業は、択伐法によるものとする。 

但し、風致の維持に支障のない限り皆伐法によることができる。 

2) 国立公園計画に基づく車道、歩道、集団施設地区及び単独施設

の周辺（造林地、薪炭林を除く。）は原則として単木択伐法による

ものとする。 

3) 伐期齢は、標準伐期齢に見合う年齢以上とする。 

4) 択伐率は用材林においては、現在蓄積の３０％以内とし、薪炭

林においては６０％以内とする。 

5) 皆伐法による場合、その伐区は次のとおりとする。 

① 一伐区の面積は２ｈａ以内とする。 

 但し、疎密度が10分の3より多く保残木を残す場合または車道、

歩道、集団施設地区、単独施設等の主要公園利用地点から望見され

ない場合は、伐区面積を増大することができる。 

② 伐区は更新後5年以上を経過しなければ連続して設定すること

はできない。この場合においても、伐区はつとめて分散させなけれ

ばならないものとする。 

第 三 種 

特 別 地 域 

 第三種特別地域内の森林は、全般的な風致の維持を考慮して施業

を実施し、特に施業の制限を受けないものとする。  

 

② 県立自然公園内の施業方法 

特別地域内において立木竹の伐採等を行う場合には、山梨県立自然公園 

条例第２０条第４項の規定により知事の許可が必要である。 

 森林施業の方法は、国立・国定公園区域に準じて実施するものとする。 

 

エ 砂防指定地の施業方法 

砂防指定地内において立木竹の伐採、竹木、土石等の滑下または地引きによ 

る運搬等を行う場合には、砂防法第４条及び山梨県砂防指定地管理条例第２条
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により、知事の許可が必要である。ただし、山梨県砂防指定地管理条例施行規

則第２条により、面積が千平方メ－トル未満の区域における竹木の間伐または

択伐及び当該竹木の運搬については、知事の許可を要しない軽易な行為とな

る。なお、森林の施業方法は次のとおりとする。 

 

 

 

施業区分 森  林  施  業  方  法 

伐採の方法 

(1) 砂防指定地における立木竹の伐採は原則として択伐によ

るものとする。但し、河川・砂防及び治山施設の保全上悪影響

を及ぼす恐れのある森林、その他伐採すれば著しく土砂の流出

する恐れがあると認められる森林にあっては禁伐とする。な

お、渓流に沿った両岸 20ｍ幅以内の区域及び渓流両岸付近の伐

採により崩壊の恐れのある地域以外で、地盤が比較的安定して

いて、著しく土砂の流出する恐れのない森林にあっては、伐採

種は指定しない。 

(2) 土砂災害等を助長する皆伐は原則禁止とするが、やむを得

ず皆伐による伐採を行う場合は、上記の伐採種を指定しない地

域内の森林で、一箇所の皆伐面積が 10ha を超えない範囲とす

る。但し、伐採後は土砂が流出しないよう必要な対策を講じる

ものとする。また、伐区は計画的に分散させるものとし、更新

完了後でなければ接続して伐区を設定できないものとする。 

(3) 伐根の掘り起こしは原則禁止とする。やむを得ず伐根の掘

り起こしを行う場合は、土砂が流出しないよう必要な対策を講

じるものとする。 

伐採の限度 

及び更新方法 

 森林法の定める保安林の指定施業要件の基準を準用する。 

 

オ 急傾斜地崩壊危険区域の施業方法 

急傾斜地崩壊危険区域内において立木竹の伐採等を行う場合には、急傾斜地の

崩壊による災害の防止に関する法律第 7 条により知事の許可が必要である。所有

者等は、当該急傾斜地崩壊危険区域内における急傾斜地の崩壊が生じないように

努めなければならない。 

 

カ 鳥獣特別保護地区の施業方法 
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鳥獣保護区の特別保護地区内において立木竹の伐採、その他鳥獣の保護繁殖上

支障となるような行為については、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律第２９条第７項により環境大臣または、知事の許可が必要である。 

なお、森林の施業方法は次のとおりとする。 

 

施業区分 森  林  施  業  方  法 

伐採の方法 

 原則として伐採種の指定はしない。  

 但し、伐採の方法を制限しなければ鳥獣の生息、繁殖または、

安全に支障があると認められるものについては択伐とし、その程

度が特に著しいと認められるものについては、禁伐とする。 

 また、保護施設を設けた樹木及び鳥獣の保護繁殖上必要がある

と認められる特定の樹木は、禁伐とする。 

伐採の限度 
 単木択伐、立木竹の本数において 20％以下の間伐とする。 

 

キ 母樹または母樹林に指定された森林の施業方法 

特別母樹または特別母樹林は原則として禁伐である。 

但し、林業種苗法第 7 条第 1 項により、農林水産大臣の許可を受けた場合はこ

の限りでない。 

 

ク 自然環境保全地区等の施業方法 

①景観保存地区 

景観保存地区内において立木竹の伐採を行う場合には、山梨県自然環境保全 

  条例第１５条第１項により知事に届出が必要である。また同条例第２３条によ

り規則で定める基準を超える伐採を行う場合には「自然環境保全協定」の締結

が必要である。 

〈山梨県自然環境保全条例施行規則（第 11 条）で定める基準〉 

ａ単木択伐の場合：現在蓄積に対する択伐率 10％ 

ｂその他の場合：伐採対象面積 300 ㎡  

 

②自然活用地区 

自然活用地区内において規則で定める基準を超える伐採を行う場合には、山 

  梨県自然環境保全条例第１６条１項により知事に届出が必要である。また条例

第 23 条により「自然環境保全協定」の締結が必要である。 

〈山梨県自然環境保全条例施行規則（第８条・第１１条）で定める基準〉 

ａ単木択伐の場合：現在蓄積に対する択伐率 20％ 

ｂその他の場合：伐採対象面積 2,500 ㎡ 
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③自然記念物 

   自然記念物の現状を変更することとなる行為をしようとする場合には、山梨 

  県自然環境保全条例第１５条第１項により知事に届出が必要である。 

 

（２）森林施業の技術及び知識の普及・指導に関する事項 

森林施業の円滑な実行確保を図るため、町林務担当部局、富士・東部林務環 

境事務所、富士北麓森林組合と連携をより密にして、普及啓発、経営意欲の向

上に努める。 

 

（３）町有林の整備について 

本町は現在人工林を中心に１２２ｈａの森林を所有しており、人工林につい 

ては、富士北麓森林組合に保育、間伐等を委託し実施する。 

 

（４）環境の保全等の観点から保全すべき森林に関する事項 

本町の西部地域は富士山麓の裾野に青木ヶ原樹海が広がる。樹海の原生林は 

樹齢 200 年～300 年ともいわれるツガ、ヒノキ等の針葉樹の高木の根元はソヨ

ゴ、アセビ、ミヤマシキミの常緑広葉樹が多く、凹凸の激しい溶岩の裂け目に

鋭く根をおろし、溶岩の上には保水力を持つコケがじゅうたんを敷きつめたよ

うになっており深山の趣がありまさに人跡未踏の原始密林として特異な様相

を呈しており、多様な動植物が共存している世界に誇れる自然環境となってい

る。 

この樹海の利用者が自然環境にできるだけ負荷をかけないようにするため 

に、町内で生産された間伐材を利用し、自然にやさしいチップを敷き詰め高密

度な遊歩道の整備・案内板・休憩場所等を設置し、無秩序な立ち入りなどによ

る環境破壊を防ぐほか、幅広い知識を持って情報を伝えることができるエキス

パートとしての公認ネイチャーガイドの採用や青木ヶ原樹海を歩くツアーを

開設して、高度な解説を聞きながら老若男女が安心して樹海の魅力を親しめる

方策を推進する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付  属  資  料 
 

 



 

 1 

付属資料 

 

１ 市町村森林整備計画概要図 

  別添のとおり 

 

２ 参考資料 

.（１）人口及び就業構造 

①年齢層別人口動態 

 年 次 
総   数 ０～１４歳 １５～２９歳 

計 男 女 計 男 女 計 男 女 

実 数 

（人） 

平成22年 

 

平成27年 

 

令和２年 

25,471 

(100.00) 

25,329 

(99.44) 

26,082 

(102.40) 

12,494 

 

12,350 

 

12,839 

 

12,977 

 

12,979 

 

13,243 

 

3,737 

 

3,518 

 

3,439 

 

1,901 

 

1,766 

 

1,728 

 

1,836 

 

1,752 

 

1,711 

 

4,002 

 

3,752 

 

3,709 

 

2,028 

 

1,875 

 

1,893 

 

1,974 

 

1,877 

 

1,816 

 

構成比 

 （％） 

平成22年 

平成27年 

令和２年 

100.00 

100.00 

100.00 

49.05 

48.76 

49.22 

50.95 

51.24 

50.77 

14.67 

13.89 

13.18 

7.46 

6.97 

6.62 

7.21 

6.92 

6.56 

15.71 

14.81 

14.22 

7.96 

7.40 

7.26 

7.75 

7.41 

6.96 

 

     ３０～４４歳      ４５～６４歳      ６５歳以上 

 計   男   女   計   男   女   計   男   女 

5,279 

 

4,823 

 

4,508 

 

2,648 

 

2,452 

 

2,323 

2,631 

 

2,371 

 

2,185 

6,950 

 

7,072 

 

7,205 

3,519 

 

3,550 

 

3,639 

3,431 

 

3,522 

 

3,566 

5,302 

 

6,099 

 

7,221 

2,259 

 

2,669 

 

3,256 

3,043 

 

3,430 

 

3,965 

20.73 

19.04 

17.28 

10.40 

9.70 

8.91 

10.33 

9.36 

8.38 

27.29 

27.92 

27.62 

13.82 

14.02 

13.95 

13.47 

13.91 

13.67 

20.82 

24.08 

27.69 

8.87 

10.54 

12.48 

11.95 

13.54 

15.20 

（注） １．資料は国勢調査（旧河口湖町・旧勝山村・旧足和田村）とする。 

      平成 22年は旧上九一色村を含む。 
２．総数の計の（ ）内は隔年時の比率。 
 

 

②産業部門別就業者数等 

 年次 総数 
第１次産業 第２次産業  

第３次 

産業 

 

分類不能 

の産業 
 

 
 

 

 

 

 

農業 林業 漁業 小計  
うち木材・ 

木製品製造業 

実 数 

（人） 

平成22年 

平成27年 

令和２年 

12,428 

12,845 

13,973 

314 

269 

294 

31 

35 

26 

4 

3 

6 

349 

307 

326 

3,412 

3,679 

3,933 

 

 

 

8,592 

8,758 

9,689 

75 

101 

25 

構成比 

（％） 

平成22年 

平成27年 

令和２年 

100.0 

100.0 

100.0 

2.5 

2.1 

2.1 

0.3 

0.3 

0.2 

0.0 

0.0 

0.0 

2.8 

2.4 

2.3 

27.5 

28.6 

28.2 

 

 

 

69.1 

68.2 

69.3 

0.6 

0.8 

0.2 

 (注) １．国勢調査より。 
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（２）土地利用 

 年次 
総土

地面

積 

耕 地 面 積 
草地 

面積 

林野面積 
その

他の

面積 
計 田 畑 

樹 園 地 
計 森林 原野 

 
果樹

園 
茶園 桑園 

実数 

(ha) 

H22 

H27 

R2 

15,851 

15,840 

15,840 

381 

392 

431 

17 

12 

8 

364 

373 

420 

0 

7 

3 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

11,475 

11,494 

11,484 

11,475 

11,494 

11,484 

0 

0 

0 

3,995 

3,954 

3,925 

構成比

(%) 

H22 

H27 

R2 

100.0 

100.0 

100.0 

2.4 

2.4 

2.7 

0.1 

0.1 

0.1 

2.3 

2.4 

2.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

72.4 

72.6 

72.5 

72.4 

72.6 

72.5 

0 

0 

0 

25.2 

25.0 

24.8 

(注) １．「総土地面積」は、令和２年全国都道府県市区町村別面積調（10月 1日時点）より。 
２．「耕地面積」は、2020年農林業センサスより。 
３．「森林面積」は、山梨県森林整備課業務資料より。 

 

 

（３）森林転用面積 

年次 総数 
住宅・別荘・工

場等建設敷地及

びその附帯地 

ゴルフ場・ 

レジャー用地 
農用地 公共用地 その他 

 

令和２年 

令和３年 

令和４年 

ha 

5.10 

2.43 

3.75 

ha 

3.48 

1.02 

0.01 

ha 

0.49 

1.41 

0.00 

ha 

0.00 

0.00 

0.06 

ha 

0.0 

0.0 

0.0 

ha 

1.13 

0.00 

3.68 

（注）山梨県森林整備課業務資料より。 

 

 

（４）森林資源の現況等 

  ①保有者形態別森林面積                    （少数第二位まで記載） 

保有形態 
総面積 立木地面積 人工林率 

(B/A) 面積(A） 比率 計 人工林(B) 天然林 

総数 11,483.63 100.0 10,963.76 5,577.57 5,386.19 48.57 

国有林 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

（官行造林） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

公
有
林 

計 8,277.96 72.08 7,771.94 3,206.29 4,565.65 38.73 

都県有林 7,050.94 61.40 6,555.56 2,418.54 4,137.02 34.30 

（その他県有林） (4.63) (0.04) (4.63) (0.02) (4.61) (0.43) 

市町村有林 121.67 1.06 121.67 87.09 34.58 71.58 

財産区有林 1,105.35 9.63 1,094.71 700.66 394.05 63.39 

私有林 3,205.67 27.92 3,191.82 2,371.28 820.54 73.97 
 (注)山梨県森林整備課業務資料より。 

「都道府県有林」は、県有林、東京都有林であり、植樹用貸地は含まない。 
「その他県有林」は「都道府県有林」の内数であり、林政部以外の所管のもの及び林政部所管の

うち特別会計以外のもの。 
「市町村有林」は、県有林植樹用貸地を含む。 
「財産区有林」は、県有林植樹用貸地を含む。 
「私有林」は、上記以外。 

  立木地面積のうち、天然林は、天然林のみで、伐採跡地・未立木地・竹林・除地及び

更新困難地を除く。 
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②在（市町村）者・不在（市町村）者別私有林面積 

 年 次 私有林合計 
在（市町村

）者面積 
不在（市町村）者面積 

計 県内 県外 

実 数 

     ha 

1990 

2000 

2005 

2,255 

2,350 

1,986 

1,902 

1,931 

1,776 

353 

419 

213 

188 

144 

68 

165 

275 

145 

構成比 

   ％ 

1990 

2000 

2005 

100.0 

100.0 

100.0 

84.3 

82.2 

89.3 

15.7 

17.8 

10.7 

(53.3) 

(34.4) 

(31.9) 

(46.7) 

(65.6) 

(68.1) 

(注) 農林業センサスより。 
 

  ③齢級別面積 
       齢級別 

区分 
総 数 

１・２ 

齢 級 
３・４ 

齢 級 
５・６ 

齢 級 
７・８ 

齢 級 
９・１０ 

齢 級 
１１齢級

 以上 

合計 10,963.76 6.93 27.06 126.40 235.46 368.30 10,199.61 

人工林計 5,577.57 6.87 27.06 119.90 221.84 343.36 4,858.54 

主

要

樹

種

別

面

積 

スギ 467.33 4.17 0.00 0.30 8.78 14.67 439.41 

ヒノキ 650.28 1.94 7.74 102.90 160.63 170.28 206.79 

アカマツ 2183.40 0.38 1.13 0.07 6.95 71.67 2,103.20 

カラマツ 1823.60 0.00 6.80 1.41 2.10 65.10 1,748.19 

モミ・シラベ 182.48 0.00 2.98 2.44 13.52 12.43 151.11 

その他針葉樹 25.41 0.00 2.15 0.00 11.42 0.30 11.54 

クヌギ・ナラ

類 
4.17 0.00 0.54 0.30 1.86 0.00 1.47 

その他広葉樹 240.90 0.38 5.72 12.48 16.58 8.91 196.83 

天然林計 5,386.19 0.06 0.00 6.50 13.62 24.94 5,341.07 

(注) 山梨県森林整備課業務資料より。 

 

  ④保有山林面積規模別林業経営体数 

面 積 規 模 林家数  
３ha未満 ３ 10 ～ 20ha  50 ～ 100ha  

３ ～ ５ha  20 ～ 30ha  100 ～ 500ha １ 

５ ～ 10ha  30 ～ 50ha  500ha以上  

   総 数 ４ 

 

(注) 2020世界農林業センサスより。 
 

⑤ 作業路網の状況 

（ア）基幹路網の現況 

区分 路線数 延長（ｋｍ） 備考 

基幹路網 13 35.0  

 うち林業専用道 0 0  

(注) 山梨県治山林道課業務資料より。 

 

（イ）細部路網の現況 

区分 路線数 延長（ｋｍ） 備考 

森林作業道 4 2.2  
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(注) 山梨県森林整備課業務資料より。 

(５)市町村における林業の位置付け 

①産業別総生産額              （単位：百万円） 

          総生産額（Ａ）            104,964 

内 

訳 

          第１次産業           1,463 

       うち林業（Ｂ）        66 

          第２次産業           41,966 

 うち木材・木製品製造業（Ｃ

） 

－ 

          第３次産業           61,734 

（Ｂ＋Ｃ）／Ａ － 
(注) 令和２年度市町村民経済計算報告（山梨県）より。 
 

②製造業の事業所数、従事者数、現金給与総額 

 事業所数 従事者数（人） 現金給与総額（万円） 

全製造業(A) 43 2,558 1,149,789 

 うち木材・木製品製造業(B) ― ― ― 

       B/A ― ― ― 

(注)１．令和２年工業統計調査結果報告（山梨県）より。 
２．製造業には、林業は含まれない。 

 

（６）林業関係の就業状況 

区  分 組合・事業所数 
従業者数 

備    考 
 うち作業員数 

森 林 組 合 1 8 4 富士北麓森林組合 

生産森林組合 0 0 0  

素 材 生 産 業 1 3 3  

製 材 業 0 0 0  

森 林 管 理 署 0 0 0  

造 林 業 者 0 0 0  

合  計 2 11 7  

(注)  山梨県林業振興課業務資料（令和４年度末現在）より。 
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（７）林業機械等設置状況 
機械機種 摘       要 単位 合計 会社 森林組合 その他 

索  道 
重量式 ｾｯﾄ 0 0 0 0 

動力式 ｾｯﾄ 0 0 0 0 

集材機 
小型集材機（動力１０ｐｓ未満） 台 1 1 0 0 

大型集材機（動力１０ｐｓ以上） 台 0 0 0 0 

モノケーブル ジグザク集材施設 台 1 1 0 0 

リモコンウィンチ 
リモコン、ラジコンによる可搬式

木寄せ機 
台 0 0 0 0 

自走式搬器   台 0 0 0 0 

モノレール 懸垂式を含む 台 0 0 0 0 

運材車 
動力２０ｐｓ未満のもの 台 1 1 0 0 

動力２０ｐｓ以上のもの 台 0 0 0 0 

ホイールタイプトラクタ 
林内で集材等の作業を行うホイールタイプのト

ラクタ 
台 0 0 0 0 

クローラタイプトラクタ 上記でクローラタイプのもの 台 0 0 0 0 

フォークリフト   台 0 0 0 0 

フォークローダ   台 0 0 0 0 
クレーン運材機能なし トラッククレーン、ホイルクレーン等 台 0 0 0 0 
クレーン運材機能あり クレーン付きトラック 台 0 0 0 0 
グラップル運材機能なし グラップルローダ作業車 台 0 0 0 0 
グラップル運材機能あり グラップルローダ付きトラック 台 0 0 0 0 

トラクタショベル 搬出、育林用等に係わる土工用 台 0 0 0 0 

ｼｮﾍﾞﾙ系掘削機械 搬出、育林用等に係わる土工用 台 0 0 0 0 

チェーンソー   台 30 16 14 0 

ﾁｪｰﾝｿｰﾘﾓｺﾝ装置 リモコンチェーンソー架台  台 0 0 0 0 

刈払機  携帯式 台 23 12 11 0 

植穴堀機   台 1 1 0 0 

動力枝打機 
自動木登り式 台 0 0 0 0 

背負い式等の上記以外のもの 台 2 2 0 0 

苗畑用トラクタ   台 1 1 0 0 

樹木粉砕機 伐倒木、伐根、枝条等を粉砕する機械 台 0 0 0 0 

グラップルソー 巻立・玉切り自走式機械 台 0 0 0 0 

フェラーバンチャー   台 0 0 0 0 

スキッダ   台 0 0 0 0 

プロセッサ   台 1 1 0 0 

ハーベスタ   台 0 0 0 0 

フォワーダ   台 1 1 0 0 

タワーヤーダ   台 0  0  0  0  

スイングヤーダ   台 0  0  0  0  
その他の高性能林業機械 グラップルバケット 台 0  0  0  0  

注）山梨県林業振興課業務資料（令和４年度末現在）より。 

森林組合分については、市町村内に所管区域を持つ森林組合について計上している。 
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（８）林産物の生産概況 

種類 素 材 チップ 苗木 乾燥しいたけ 生しいたけ なめこ 木炭(白・黒) 

生産量 

 
ｍ3 

不明 

ｍ3 

 不明 

千本 

    0 

kg 

50 

kg 

495 

kg 

210 

kg 

1,740 

種類 きくらげ       

生産量 

 
Kg 

15,300 
      

(注)１．山梨県林政部森林整備課及び林業振興課業務資料より。 

   ２．苗木は令和４年度、それ以外は令和４年(暦年)の生産量 

 

（９）森林経営管理制度による経営管理権の設定状況 

番号 所在 現況             

（面積、樹種、林齢、材積等） 

経営管理実施権設

定の有無 

 該当なし   

 

 



 

主伐時における伐採・搬出指針 

 

 

１ 目的  

森林資源が本格的な利用期を迎える中、森林の有する多面的機能を確保しつつ、森林資源を

循環利用し、適切な森林整備を推進することが求められている。  

一方で、前線や台風等に伴う豪雨が頻発し、山地災害が激甚化・多様化するようになってき

ており、山地の崩壊等の発生に対する住民の関心が高まっている状況にある。  

このため、立木の伐採・搬出に当たっては、それに伴う土砂の流出等を未然に防止し、林地

保全を図るとともに、生物多様性の保全にも配慮しつつ伐採・搬出後の林地の更新を妨げない

ように配慮すべきである。  

本指針は、これらを踏まえ、林業経営体等が主伐時における立木の伐採・搬出に当たって考

慮すべき最低限の事項を示すものである。  

 

２ 定義  

この指針において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ以下に定めるところによる。  

（１）集材路とは、立木の伐採、搬出等のために林業機械等が一時的に走行することを目的と

して作設される仮施設をいう（森林整備や木材の搬出のために継続的に用いる道は森林作

業道として集材路と区別する）。  

（２）土場とは、集材路を使用して木材等を搬出するため、木材等を一時的に集積し、積込み

の作業等を行う場所をいう。  

 

３ 伐採の方法及び区域の設定  

①  持続的な林業の確立に向けて、立木の買付けや伐採の作業受託の際に、森林所有者に対   

して、再造林の必要性等を説明し、その実施に向けた意識の向上を図るとともに、伐採と 

造林の一貫作業の導入等による作業効率の向上に努める。  

②  林地の崩壊の危険のある箇所、渓流沿い、尾根筋等については、森林所有者等と話し合

い、林地の保全及び生物多様性の保全に支障が生じないよう、伐採の適否、択伐、分散伐

採その他の伐採方法及び更新の方法を決定する。  

③  伐採を行う際には、対象となる立木の生育する土地の境界を超えて伐採（誤伐）しない   

ように、あらかじめ伐採する区域の明確化を行う。  

④  林地の保全及び生物多様性の保全のため、保残する箇所・樹木を森林所有者等と話し合

い、必要に応じて渓流沿い、尾根筋での保護樹帯の設定、野生生物の営巣に重要な空洞

木の保残等を行う。なお、これらの箇所に架線や集材路を通過させなければならない場

合は、その影響範囲が最小限となるよう努める。  

⑤ 気候、地形、土壌等の自然条件を踏まえ、森林の有する公益的機能の発揮を確保するた

め、伐採の規模、周辺の伐採地との連担等を十分考慮し、伐採区域を複数に分割して一つ

の区域で植栽を実施した後に別の区域で伐採したり、帯状又は群状に伐採することにより

複層林を造成したりするなど、伐採を空間的、時間的に分散させる。  

 



 

 

３ 集材路・土場の計画及び施工  

（１）林地保全に配慮した集材路・土場の配置・作設  

①  図面及び現地踏査により、伐採する区域の地形、地質、土質、水の流れ及び湧水、土砂

の崩落、地割れの有無等を十分に確認する。その上で、集材路・土場の作設によって土

砂の流出・崩壊が発生しないよう、集材方法及び使用機械を選定し、必要最小限の集材

路・土場の配置を計画する。 

②  伐採・搬出に当たっては、地形等の条件に応じて路網と架線を適切に組み合わせる。特  

に、急傾斜地その他の地形、地質、土質等の条件が悪く土砂の流出又は林地の崩壊を引

き起こすおそれがあり、林地の更新又は土地の保全に支障を生じる場所において伐採・

搬出する場合には、地表を極力損傷しないよう、集材路の作設を避け、架線集材による

こととする。  

③  やむを得ず集材路又は架線集材のための土場の作設が必要な場合には、法面を丸太組み   

で支える等の十分な対策を講じる。  

④ 集材路・土場の作設開始後も土質や水の流れなど伐採現場の状態に注意を払い、集材路   

・土場の配置がより林地の保全に配慮したものとなるように、必要に応じて当該配置に係  

る計画の変更を行う。  

⑤  集材路の線形は、ヘアピンカーブ等の曲線部を除き、極力等高線に合わせる。  

⑥  ヘアピンカーブを設置する必要がある場合は、尾根部その他の地盤の安定した箇所に設

置する。  

⑦  集材路・土場の作設により露出した土壌が渓流へ流入することを防ぐため、一定幅の林 

地がろ過帯の役割を果たすよう、集材路・土場は渓流から距離をおいて配置する。  

⑧  集材路は、沢筋を横断する箇所ができるだけ少なくなるように配置する。  

⑨  伐採現場の土質が渓流の長期の濁りを引き起こす粘性土である場合は、集材路・土場の 

作設を可能な限り避ける。やむを得ず作設を行う必要があるときは、土砂が渓流に流出し

ないよう必要に応じて編柵工等を設置する。  

⑩  伐採する区域内のみで集材路の適切な線形、配置、縦断勾配等を確保することが困難な

場合には、当該区域の隣接地を経由することも検討する。このとき、集材路の作設に当

たっては、当該隣接地の森林所有者等と調整等を行う。  

 

（２）人家、道路、取水口周辺等での配慮  

① 集材路・土場の作設時には、土砂、転石、伐倒木等が流出又は落下しないよう、必要に

応じて保全対象（土砂、転石、伐倒木等の流出又は落下による被害を防止する対象となる

ものをいう。以下同じ。）の上方に丸太柵工等を設置する。特に、人家、道路、鉄道その

他の重要な保全対象が下方にある場合は、その直上では集材路・土場を作設しない。  

② 水道の取水口に濁水が流入しないよう、その周辺では集材路・土場の作設を避ける。  

 

（３）生物多様性と景観への配慮  

① 生物多様性の保全のため、希少な野生生物の生息・生育情報を知った場合には、必要に

応じて線形及び作業の時期の変更等の対策を講じる。  

② 集材路・土場の作設に当たっては、集落、道路等からの景観に配慮し、集材路・土場の

密度、配置及び作設方法を調整する。  



 

 

 

（４）切土・盛土  

① 切土・盛土の量を抑えるために、集材路の幅及び土場の広さは作業の安全を確保できる

必要最小限のものとする。  

② 切土高を極力低く抑えるとともに、盛土を行う場合には、しっかりと締め固め、補強が

必要な場合には、丸太組み工法等を活用して盛土を安定化させる。  

③ 残土が発生した場合には、残土が渓流に流出しないよう渓流沿いを避け、地盤の安定し 

た箇所に小規模に分散して置く。また、流出のおそれがある場合は、丸太組み工法等を活 

用して対策を講じる。  

 

（５）路面の保護と排水の処理  

① 雨水が集中して路面の長い区間を流下し、又は滞水すると、路面の洗掘及び崩壊の原因

となるため、地形を利用して上り坂と下り坂を切り替えるなどの路面の保護のための対策

を講じる。  

② 路面の排水は、可能な限り尾根部、常時水の流れている谷等の侵食されにくい箇所でこ

まめに行う。また、崩れやすい盛土部分の崩壊等を避けるため、路面から谷側斜面への排

水を促しつつ、横断溝を設け、流末処理も行うとともに盛土箇所の手前で排水するなどの

対策を講じる。  

 

（６）渓流横断箇所の処理  

① 渓流横断箇所においては、流水が道路等に溢れ出ないように施工し、その維持管理を十

分に行う。また、暗渠を用いる場合には、詰まりが生じないように十分な大きさのものを

設置することとし、暗渠の呑口の土砂だめの容量を十分確保する。なお、洗い越しとする

場合は、横断箇所で集材路の路面を一段下げる。  

② 洗い越しは、越流水が生じても水の濁りが発生しにくくなるよう大きめの石材を路面に

設置するなどにより安定させ、流出のおそれがある場合は、必要に応じて撤去する。  

 

４ 伐採・造材・集運材における作業実行上の配慮  

①  集材路・土場は、作業が終了して次の作業まで一定期間使用しない場合には、流路化に

よる土砂の流出防止や、植生回復に配慮し、路面に枝条を敷設する等の措置を講じる。  

②  集材路・土場の路面のわだち掘れ、泥濘化、流路化を避けるため、降雨等により路盤が   

多量の水分を帯びている状態では通行しない。通行する場合には、丸太等の敷設などに

より、路面のわだち掘れ等を防止する。  

③  伐採現場が人家、道路、鉄道その他の重要な保全対象の上方に位置する場合には、伐倒

木、丸太、枝条・残材、転石等の落下防止に最大限の注意を払う。  

④  伐採後の植栽作業を想定して伐採作業時から伐採後の地拵え等の作業が効率的に行え

るよう枝条等を整理するとともに、造林事業者が決まっている場合は、造林事業者と現場

の後処理等の調整を図る。  

⑤  枝条等が雨水により渓流に流出することがないように対策を講じ、沢に近い場所への集

積は避ける。  

⑥ 天然更新を予定している区域では、枝条等が萌芽更新、下種更新等の妨げとならないよ

うに留意し、枝条等を山積みにすることを避ける。  

 



 

 

 

５ 事業実施後の整理  

（１）枝条・残材の整理  

① 枝条・残材は、木質バイオマス資材等への有効利用に努める。  

② 枝条・残材を伐採現場に残す場合は、出水時に渓流に流れ出したり、雨水を滞水させた

りすること等により林地崩壊を誘発することがないように、渓流沿い、集材路、土場、林

道等の道路脇に積み上げない。また、林地の表土保護のために枝条の敷設による整理を行

う等により、枝条・残材を置く場所を分散させ、杭を打つ等の対策を講じる。  

 

（２）集材路・土場の整理  

① 集材路・土場は、原則として植栽等により植生の回復を促すこととし、必要に応じて作

設時に剥ぎ取った表土の埋戻し等を行う。また、路面水の流下状況等を踏まえ、溝切り等

の排水処置を行う。  

② 伐採・搬出に使用した資材・燃料等の確実な整理・撤去を行う。  

③ 全ての作業が終了し、伐採現場を引き上げる前に、集材路・土場の枝条・残材等の整理

の状況を造林の権限を有する森林所有者等と確認し、必要な措置を行う。  

 

６ その他  

①  森林整備や木材の搬出のために継続的に用いる道を作設する場合は、集材路ではなく、   

「森林作業道作設指針の制定について」（平成22年11月17日付け林整整第656号林野庁長 

官通知）に基づく森林作業道として作設する。  

②  集材路・土場の作設に当たっては、森林法（昭和26年法律第249号）その他の関係法令

に基づく各種手続（許可、届出等）を確実に行う。なお、作業箇所が保安林である場合に

あっては、同法に基づく保安林における作業許可に係る手続を行わなければならないこと、

保安林以外の森林にあっては、集材路の幅員、総延長、土場の面積により、同法の林地開

発許可に係る手続の対象となり得ることに留意する。  

③  林業経営体等は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他の労働関係法令を遵守  

し、労働災害の防止、労働環境の改善に取り組む。  

④ この指針については、全国の事例を基に適宜見直しを行っていくものとする。 
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